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注意事項 

 

注：① 文中及び表中の金額は、千円単位で表示した場合、単位未満を四捨五入している。 

    また、合計と内訳とを一致させるため、端数の調整を行っている。 

  ② 文中及び表中の比率は、原則として小数点以下第１位までを表示し、第２位を四捨

五入している。 

また、①と同じく端数の調整を行っている。 

  ③ 文中及び表中の負数は「△」で表示した。 

表中の符号の用法は、次のとおりである。 

 ア 「０」、「０.０」 ……… 該当数値（０を含む）はあるが、単位未満のもの。 

 イ 「－」 ……… 該当年度又は基準年度に該当数値のないもの。 

 ウ 「皆増」 ……… 前年度に数値がなく全額増加したもの。 

 エ 「皆減」 ……… 前年度に数値があり全額減少したもの。 

  



 - 1 -

平成２７年度雲仙市各会計歳入歳出決算 
及び基金運用状況審査意見 

 

第１ 審査の対象 

   

平成２７年度雲仙市一般会計歳入歳出決算 

     同   雲仙市国民健康保険特別会計歳入歳出決算 

同   雲仙市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

     同   雲仙市簡易水道事業特別会計歳入歳出決算 

     同   雲仙市下水道事業特別会計歳入歳出決算 

     同   雲仙市国民宿舎事業特別会計歳入歳出決算 

     同   雲仙市温泉浴場事業特別会計歳入歳出決算 

     同   雲仙市実質収支に関する調書 

     同   雲仙市財産に関する調書 

     同   雲仙市基金の運用状況 

 

第２ 審査の期間 

 

  平成２８年７月５日から平成２８年８月１０日まで 

 

第３ 審査の方法 

   

  審査に付された一般会計及び特別会計歳入歳出決算書とその付属書類並びに基

金運用状況書類について、関係諸帳票、証拠書類により調査照合を行うとともに、

関係職員の説明を聴取し、計数の確認、予算の執行状況等について審査を行い、

あわせて各種資料に基づき、財政状況を検証した。 

 

第４ 審査を実施した監査委員 

   

   山 田 義 雄 

   浦 川 康 二 

 

第５ 審査の結果 

   

  各会計の歳入歳出決算書及びその付属書類は、関係法令に準拠して作成され、

その計数も正確であり、予算執行は目的に沿って執行されていた。 

  また、基金の運用についても基金設置の趣旨に従って適正に運用されているこ

とを認めた。 

  審査の概要と意見については、次に述べるとおりである。 
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１．一般会計と特別会計の決算(総括) 

 

（１）決算の概要（審査資料：４９頁第１表 参照） 

 

   一般会計及び特別会計の決算総額は、歳入決算額４０，４４９，８６３，１９２

円に対し歳出決算額３９，２０３，７５８，８８２円で、歳入歳出差引額１，

２４６，１０４，３１０円の黒字決算となっている。 

   なお、各会計の決算内訳は次表のとおりである。 

   （単位：円、％） 
決　算　額 構成比 決　算　額 構成比

29,887,330,096 73.9 28,702,686,036 73.2 1,184,644,060

国民健康保険 8,287,898,677 20.5 8,275,799,758 21.1 12,098,919

後期高齢者医療 482,501,250 1.2 482,171,277 1.2 329,973

簡易水道事業 601,619,003 1.5 569,707,336 1.5 31,911,667

下水道事業 1,002,482,391 2.5 989,486,193 2.6 12,996,198

国民宿舎事業 176,561,466 0.4 173,020,472 0.4 3,540,994

温泉浴場事業 11,470,309 0.0 10,887,810 0.0 582,499

小　計 10,562,533,096 26.1 10,501,072,846 26.8 61,460,250

40,449,863,192 100.0 39,203,758,882 100.0 1,246,104,310

差　引　額
歳　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　出

合　　計

会　計　別

一　般　会　計

特

別

会

計

 
２．一般会計 

（１）決算の状況（審査資料：５０頁第２表 、５１頁第３表 参照） 

 

    予 算 現 額   ３０，１０４，７４７，０００円 

    歳入決算額  ２９，８８７，３３０，０９６円（予算対比 ９９．３％） 

    歳出決算額  ２８，７０２，６８６，０３６円（予算対比 ９５．３％） 

    差 引 残 高     １，１８４，６４４，０６０円 

 

    当年度の歳入決算額は２９，８８７，３３０，０９６円で、前年度と比較

すると２１４，１３２，００１円（０．７％）の減となっている。また、歳

出決算額は２８，７０２，６８６，０３６円で、前年度との比較では      

２７３，０８２，５４０円（０．９％）の減となっている。 
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                             （単位：円、％） 
区　　分 平成２７年度 平成２６度 増減額 増減率

歳 入 総 額 29,887,330,096 30,101,462,097 △ 214,132,001 △ 0.7

歳 出 総 額 28,702,686,036 28,975,768,576 △ 273,082,540 △ 0.9

歳入歳出差引額 1,184,644,060 1,125,693,521 58,950,539 5.2
 

 

（２）財政の状況 

    

   当年度の収支状況は、次表のとおりで、歳入総額から歳出総額を差引いた額は

１，１８４，６４４千円となり、この差引額から繰越事業に充当するための翌年

度に繰越すべき財源を差引いた実質収支は１，０８２，９８４千円で、黒字決算

となっている。この中には、前年度の実質収支１，０３９，２００千円を含んで

いるが、これを控除した単年度収支においても４３，７８４千円の黒字決算とな

っている。また、財政調整基金積立金と地方債繰上償還金を加えた実質単年度収

支においても５９９，５５０千円の黒字となっている。 

  

歳 入 総 額 Ａ 29,887,330 千円 30,101,462 千円

歳 出 総 額 Ｂ 28,702,686 千円 28,975,769 千円

1,184,644 千円 1,125,693 千円

101,660 千円 86,493 千円

1,082,984 千円 1,039,200 千円

実 質 収 支 比 率 6.0 　％ 5.8 　％

単 年 度 収 支 Ｆ 43,784 千円 △ 41,226 千円

積 立 金 Ｇ 962 千円 956 千円

繰 上 償 還 金 Ｈ 554,804 千円 561,658 千円

積立金取り崩し額 Ｉ 0 千円 0 千円

599,550 千円 521,388 千円

平成２６年度

実質単年度収支 　Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ

歳入歳出差引額  　　Ａ－Ｂ＝Ｃ

実 質 収 支   　   　　Ｃ－Ｄ＝Ｅ

翌年度に繰り越すべき財源  Ｄ
区　　　　　　　　分 平成２７年度

 

 

（３）財政構造の状況 

    

   当年度の決算における財政構造において、財政状況指標等の主なものをみる

と、財政力指数は前年度と同じく０．２７４となっており、経常収支比率は８

０．６％で、前年度より０．１ポイント減少、実質公債費比率は４．６％で、

前年度より２．１ポイントの減少となっている。なお、詳細については、審査
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資料５２頁第４表のとおりである。 

 

 ア．財源構成の状況 

（ア）歳入について 

     歳入決算額を一般財源と特定財源に区分すると、次表のとおりである。 

     構成比率は、一般財源６１．３％、特定財源３８．７％で、一般財源は

前年度に比べ１．５ポイント増加し、特定財源ではその分が減少している。 

これは、一般財源の地方消費税交付金が増加し、特定財源の市債及び県

支出金が減少したことが、主な要因となっている。 

 

 

決　算　額 構 成 比 決　算　額 構 成 比
千円 ％ 千円 ％

地方交付税 13,394,772 44.9 13,427,146 44.6

市    税 3,781,836 12.7 3,782,594 12.6

地方譲与税 251,694 0.8 239,885 0.8

地方消費税交付金 834,683 2.8 483,114 1.6

自動車取得税交付金 31,129 0.1 18,598 0.1

地方特例交付金 8,767 0.0 8,227 0.0

ゴルフ場利用税交付金 11,187 0.0 10,893 0.0

利子割交付金 4,869 0.0 5,825 0.0

配当割交付金 13,451 0.0 18,747 0.1

株式等譲渡所得割交付金 11,188 0.0 10,408 0.0

小　　計 18,343,576 61.3 18,005,437 59.8

市    債 2,170,600 7.3 2,650,800 8.8

国庫支出金 4,117,165 13.8 3,714,722 12.4

県支出金 2,783,564 9.3 3,349,079 11.1

繰 越 金 1,125,693 3.8 1,134,274 3.8

分担金及び負担金 244,537 0.8 304,738 1.0

使用料及び手数料 269,002 0.9 269,497 0.9

諸 収 入 338,945 1.1 431,361 1.4

財産収入 139,467 0.5 180,513 0.6

繰 入 金 175,460 0.6 52,733 0.2

交通安全対策特別交付金 6,696 0.0 6,243 0.0

寄 附 金 172,625 0.6 2,065 0.0

小　　計 11,543,754 38.7 12,096,025 40.2

29,887,330 100.0 30,101,462 100.0合　　　計

平成２７年度 平成２６年度

区　　　分

特

　

定

　

財

　

源

一

　

般

　

財

　

源
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 また、自主財源と依存財源に区分すると、審査資料５３頁第５表に示す

とおりで、構成比率は自主財源が２１．０％、依存財源が７９．０％であ

る。 

     決算総額に占める自主財源の割合は、寄附金が大幅に増加したことなど

により、前年度に比べ１．５ポイントの増となっているものの、依然とし

て依存財源に大きく頼った財源構成である。 

 

（イ） 歳出について 

     歳出決算を性質別に区分すると、次表及び審査資料５４頁第６表に示すと

おりである。 

     構成比率をみると、消費的経費が５５．４％で、前年度に比べ１．７ポ

イント増加し、投資的経費は１４．８％で、前年度に比べ１．４ポイント

増加し、その他の経費は２９．８％で、前年度に比べ０．２ポイント減少

している。 

     歳出総額は前年度に比べ２７３，０８３千円（０．９％）減少している。

この内訳の主なものは、消費的経費では物件費で９１，３８７千円、維持

補修費で２０，５４２千円、扶助費で４６４，２１５千円の増、人件費で

３２，１９７千円、補助費等で２３２，６４３千円の減、投資的経費では

普通建設事業費で５２７，８８４千円の減、災害復旧事業費で７１，２３

５千円の増、その他の経費では積立金で７０，１３８千円の増、投出資金・

貸付金で３４，７９２千円、公債費で１６０，３５０千円減少している。 

  

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比
千円 ％ 千円 ％

3,669,140 12.8 3,701,337 12.8

2,433,860 8.5 2,342,473 8.1

66,426 0.2 45,884 0.1

6,307,528 22.0 5,843,313 20.2

3,404,817 11.8 3,637,460 12.5

15,881,771 55.3 15,570,467 53.7

4,107,911 14.3 4,635,795 16.0

161,996 0.6 90,761 0.3

4,269,907 14.9 4,726,556 16.3

1,688,799 5.9 1,618,661 5.6

110,092 0.4 144,884 0.5

2,947,266 10.2 2,950,000 10.2

3,804,851 13.3 3,965,201 13.7

8,551,008 29.8 8,678,746 30.0

28,702,686 100.0 28,975,769 100.0

物 件 費

扶 助 費

区　　分

消

費

的

経

費
補助費等

小　　計

災害復旧事業費

小　　計

投

資

的

経

費

そ

の

他

経

費

普通建設事業費

平成２６年度平成２７年度

維持補修費

人 件 費

歳  出  合  計

積 立 金

投出資金・貸付金

繰 出 金

公 債 費

小　　計
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① 財政力指数  

    財政力指数は、基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の３か

年の平均値で、数値が「１」に近いほど財政力にゆとりがあるといわれる。 

    当年度の財政力指数は次表のとおり０．２７４で、前年度と同ポイントとな

っており、財政力が低いことを示している。 

（単位：千円） 

    

基 準 財 政 収 入 額 3,451,709 3,510,739 3,753,508

基 準 財 政 需 要 額 12,477,875 12,941,389 13,690,066

財 政 力 指 数 0.280 0.274 0.274

区　　分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

 

    

 

 

② 経常収支比率  

    経常収支比率は、財政構造の弾力性を判断する指数であり、経常一般財源

等収入額に対する経常的経費に充当した一般財源の割合をいい、この比率が   

「１００％」に近いほど財政構造が硬直化しているといわれる。 

    当年度の経常収支比率は次表のとおり８０．６％で、前年度に比べ０．１

ポイント低くなっている。  

                              （単位：千円） 

  

経常一般財源等収入額 （Ａ) 17,484,082 17,810,041 17,731,271

経常的経費充当の一般財源(Ｃ) 14,337,443 14,379,755 14,287,741

経 常 収 支 比 率(Ｃ)/（Ａ) 82.0% 80.7% 80.6%

区　　分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

 

※経常一般財源等収入額(Ａ)は、臨時財政対策債を含む。 

 

③ 実質公債費比率 

実質公債費比率は、市税や地方交付税など使途が特定されておらず、毎年

度経常的に収入される財源のうち、公債費や公営企業債等に対する繰出金な

どの公債費に準ずるものを含めた実質的な公債費相当額に充当されたものの

占める割合の過去３か年の平均値となっている。 

この比率が１８％以上になると、地方債発行に国又は県の許可が必要とな

り、２５％以上になると一般単独事業の許可が制限されることとなっている。 

当年度の実質公債費比率は次表のとおり４．６％で、前年度と比較すると

２．１ポイント低くなっている。 
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実質公債費比率 8.9% 6.7% 4.6%

平成２７年度区　　分 平成２５年度 平成２６年度

 

 

④ 市債の状況 

一般会計における市債の状況は、審査資料５７頁第９表－１のとおりで、

当年度末現在高は２２，１０６，６３０千円となり、前年度末と比較すると

１，４１０，４４６千円（６．０％）の減となっている。 

 

（４）歳入の款別状況（審査資料：５０頁第２表、５３頁第５表、５５頁第７表 参照） 

 

１款 市  税 

 

当年度の決算額は３，７８１，８３６千円で、前年度と比較すると７５７千円

の減となっている。 

減となった主な要因は、市民税で１３，９０１千円（１．０％）、軽自動車税で

３，７３７千円（２．７％）、市町村たばこ税で１，６０８千円（０．５％）、入

湯税で２，９１７千円（４．０％）が増加したものの、固定資産税において３年

度ごとの評価替えによる評価額の下落等により２２，９２０千円（１．２％）の

減となったことによるものである。 

市税収入の内訳は、次表のとおりである。 

調 定 額 収入済額
不 納
欠損額

収入率 調 定 額 収入済額
不 納
欠損額

収入率 増 減 額 増減率

千円 千円 千円 ％ 千円 千円 千円 ％ 千円 ％

1,501,353 1,388,624 6,481 92.9 1,513,740 1,374,723 7,000 91.2 13,901 1.0

固 定 資 産 税 2,339,647 1,864,316 22,217 80.4 2,395,951 1,887,236 37,192 80.0 △ 22,920 △ 1.2

軽 自 動 車 税 151,855 143,172 1,068 94.9 151,077 139,435 756 92.8 3,737 2.7

市町村たばこ税 310,014 310,014 0 100.0 308,406 308,406 0 100.0 1,608 0.5

入   湯   税 75,770 75,710 0 99.9 72,853 72,793 0 99.9 2,917 4.0

合  計 4,378,639 3,781,836 29,766 87.0 4,442,027 3,782,593 44,948 86.0 △ 757 0.0

区   分
平成２７年度 平成２６年度 比  較

市   民   税

 
次に市税の収入率を比較してみると、次表のとおりである。 

現年課税分及び滞納繰越分の収入済額の合計は３，７８１，８３６千円（収入

率８７．０％）で、前年度収入率（８６．０％）と比較すると１．０ポイント高

くなっている。 

収入率の内訳をみると、現年課税分については９８．２％で、前年度収入率９

７．３％から０．９ポイント高くなっている。なお、滞納繰越分については１４．

３％で、前年度収入率１１．２％から３．１ポイント高くなっている。 
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現年課税分 3,764,555 千円 3,698,277 千円 91 千円 98.2 % 97.3 %

滞納繰越分 614,084 千円 83,559 千円 29,675 千円 14.3 % 11.2 %

合　　計 4,378,639 千円 3,781,836 千円 29,766 千円 87.0 % 86.0 %

不納欠損額
27年度 26年度

収　入　率
区　　分 調　　定　　額 収　入　済　額

 

なお、収入未済額については、審査資料５０頁第２表及び６２頁第１２表に記

載のとおり５６７，０３８，１６５円で、前年度に比べると４７，４４７，１６

５円（７．７％）の減となっている。 

収入未済額の内訳は、市民税１０６，２４８，４２７円、固定資産税４５３，

１１３，８３７円、軽自動車税７，６１５，７０１円、入湯税６０，２００円と

なっている。 

不納欠損額は、地方税法第１５条の７第４項、第５項並びに同法第１８条第１

項の規定に基づき、平成４年度から平成２６年度までの市民税（個人）４，９２

０，２８５円（４４１件）、平成１０年度から平成２５年度までの市民税（法人）

１，５６０，５２９円（２２件）、平成２７年度の固定資産税現年度課税分８３，

６００円（１１件）、平成５年度から平成２６年度までの固定資産税２２，１３３，

３６３円（１，２５９件）、平成２７年度の軽自動車税現年度課税分７，２００円

（１件）、平成１１年度から平成２６年度までの軽自動車税１，０６０，５２６円

（２３５件）がそれぞれ処分されおり、不納欠損処分の総額は２９，７６５，５

０３円（１，９６９件）となっている。 

 

２款 地方譲与税 

    

決算額は、前年度に比べ１１，８０９千円（４．９％）の増となっている。増

加の内訳は、地方揮発油譲与税の４，６２４千円の増と、平成２４年度税制改正

に伴うエコカー減税対象車の本則税率適用により自動車重量譲与税が７，１８５

千円増加した結果となっている。 

調定額
収入済額

Ａ
収入未済額 収入率

収入済額
Ｂ

収入率
増減額
Ａ－Ｂ

増減率

１地方揮発譲与税 76,454 76,454 0 100.0 71,830 100.0 4,624 6.4

２自動車重量譲与
税

175,240 175,240 0 100.0 168,055 100.0 7,185 4.3

３地方道路譲与税 0 0 0 - 0 - 0 -

合　　計 251,694 251,694 0 100.0 239,885 100.0 11,809 4.9

項

対前年度比較平成２７年度 平成２６年度
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３款 利子割交付金 

      

  決算額は、前年度に比べ９５６千円（１６．４％）の減となっている。 

調定額
収入済額

Ａ
収入未済額 収入率

収入済額
Ｂ

収入率
増減額
Ａ－Ｂ

増減率

１利子割交付金 4,869 4,869 0 100.0 5,825 100.0 △ 956 △ 16.4

合　　計 4,869 4,869 0 100.0 5,825 100.0 △ 956 △ 16.4

項

平成２７年度 平成２６年度 対前年度比較

 

 

４款 配当割交付金 

      

  決算額は、前年度に比べ５，２９６千円（２８．２％）の減となっている。 

調定額
収入済額

Ａ
収入未済額 収入率

収入済額
Ｂ

収入率
増減額
Ａ－Ｂ

増減率

１配当割交付金 13,451 13,451 0 100.0 18,747 100.0 △ 5,296 △ 28.2

合　　計 13,451 13,451 0 100.0 18,747 100.0 △ 5,296 △ 28.2

項

平成２７年度 平成２６年度 対前年度比較

 

 

５款 株式等譲渡所得割交付金 

      

  決算額は、前年度に比べ７８０千円（７．５％）の増となっている。 

調定額
収入済額

Ａ
収入未済額 収入率

収入済額
Ｂ

収入率
増減額
Ａ－Ｂ

増減率

１株式等譲渡所得
割交付金

11,188 11,188 0 100.0 10,408 100.0 780 7.5

合　　計 11,188 11,188 0 100.0 10,408 100.0 780 7.5

項

平成２７年度 平成２６年度 対前年度比較

 

６款 地方消費税交付金 

  

  決算額は、前年度に比べ３５１，５６９千円（７２．８％）の増となっている。 

調定額
収入済額

Ａ
収入未済額 収入率

収入済額
Ｂ

収入率
増減額
Ａ－Ｂ

増減率

１地方消費税交付
金

834,683 834,683 0 100.0 483,114 100.0 351,569 72.8

合　　計 834,683 834,683 0 100.0 483,114 100.0 351,569 72.8

項

平成２７年度 平成２６年度 対前年度比較

 

 

７款 ゴルフ場利用税交付金 

      

  決算額は、前年度に比べ２９５千円（２．７％）の増となっている。 
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調定額
収入済額

Ａ
収入未済額 収入率

収入済額
Ｂ

収入率
増減額
Ａ－Ｂ

増減率

１ゴルフ場利用税
交付金

11,187 11,187 0 100.0 10,892 100.0 295 2.7

合　　計 11,187 11,187 0 100.0 10,892 100.0 295 2.7

項

平成２７年度 平成２６年度 対前年度比較

 

 

８款 自動車取得税交付金 

      

  決算額は、前年度に比べ１２，５３１千円（６７．４％）の増となっている。 

調定額
収入済額

Ａ
収入未済額 収入率

収入済額
Ｂ

収入率
増減額
Ａ－Ｂ

増減率

１自動車取得税交
付金

31,129 31,129 0 100.0 18,598 100.0 12,531 67.4

合　　計 31,129 31,129 0 100.0 18,598 100.0 12,531 67.4

項

平成２７年度 平成２６年度 対前年度比較

 

 

９款 地方特例交付金   

      

決算額は、前年度に比べ５４０千円（６．６％）の増となっている。 

調定額
収入済額

Ａ
収入未済額 収入率

収入済額
Ｂ

収入率
増減額
Ａ－Ｂ

増減率

１地方特例交付金 8,767 8,767 0 100.0 8,227 100.0 540 6.6

合　　計 8,767 8,767 0 100.0 8,227 100.0 540 6.6

項

平成２７年度 平成２６年度 対前年度比較

 

 

１０款 地方交付税 

      

決算額は、前年度に比べ３２，３７４千円（０．２％）の減となっている。

この内訳をみると、普通交付税では人口減少等特別対策事業費や公債費等が増

加したものの、社会福祉費、地域振興費、地域経済・雇用対策費等の減により

５０，３０１千円（０．４％）の減、特別交付税では、児童福祉対策事業、単

独災害復旧事業、農業振興対策事業、観光地振興事業等の増により１７，９２

７千円（２．２％）の増となっている。 

調定額
収入済額

Ａ
収入未済額 収入率

収入済額
Ｂ

収入率
増減額
Ａ－Ｂ

増減率

１地方交付税 13,394,772 13,394,772 0 100.0 13,427,146 100.0 △ 32,374 △ 0.2

合　　計 13,394,772 13,394,772 0 100.0 13,427,146 100.0 △ 32,374 △ 0.2

項

平成２７年度 平成２６年度 対前年度比較
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１１款 交通安全対策特別交付金 

      

   決算額は、前年度に比べ４５３千円（７．３％）の増となっている。 

調定額
収入済額

Ａ
収入未済額 収入率

収入済額
Ｂ

収入率
増減額
Ａ－Ｂ

増減率

１交通安全対策特
別交付金

6,696 6,696 0 100.0 6,243 100.0 453 7.3

合　　計 6,696 6,696 0 100.0 6,243 100.0 453 7.3

項

平成２７年度 平成２６年度 対前年度比較

 

 

１２款 分担金及び負担金 

      

決算額は、前年度に比べ６０，２０１千円（１９．８％）の減となっている。

これは主に児童福祉費負担金等の減によるものである。 

収入未済額１９，１８７，２８３円の内訳は、社会福祉費負担金（老人ホー

ム入所者負担金）８８８，９５２円、児童福祉費負担金（私立保育所等保護者

負担金）１４，７４１，３００円、保健体育費負担金（小浜及び南串山地区の

給食費保護者負担金）３，２７０，３１１円に加え、農林水産業施設災害復旧

事業分担金２８６，７２０円が、翌年度への繰越事業分となっている。 

  

調定額
収入済額

Ａ
不納欠損額 収入未済額 収入率

収入済額

Ｂ
収入率

増減額

Ａ－Ｂ
増減率

１分担金 4,784 4,497 0 287 94.0 7,812 89.7 △ 3,315 △ 42.4

２負担金 258,940 240,040 0 18,900 92.7 296,926 93.6 △ 56,886 △ 19.2

合　　計 263,724 244,537 0 19,187 92.7 304,738 93.5 △ 60,201 △ 19.8

項

平成２７年度 平成２６年度 対前年度比較

 

 

１３款 使用料及び手数料 

      

決算額は、前年度に比べ４９５千円（０．２％）の減となっている。 

収入未済額１８，３１７，６０２円の内訳は、市営住宅・駐車場使用料の現

年度分及び滞納繰越分の合計１８，３０９，７０２円のほか、小浜マリンパー

ク使用料６，５００円、雲仙メモリアルホール使用料１，０００円、小浜公会

堂使用料４００円である。 

調定額
収入済額

Ａ
収入未済額 収入率

収入済額

Ｂ
収入率

増減額

Ａ－Ｂ
増減率

１使用料 216,897 198,579 18,318 91.6 197,273 87.9 1,306 0.7

２手数料 70,423 70,423 0 100.0 72,224 100.0 △ 1,801 △ 2.5

合　　計 287,320 269,002 18,318 93.6 269,497 90.8 △ 495 △ 0.2

項

平成２７年度 平成２６年度 対前年度比較
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１４款 国庫支出金 

    

決算額は、前年度に比べ４０２，４４３千円（１０．８％）の増となってい

る。 

項目別にみると国庫負担金では、国民健康保険基盤安定国庫負担金や障害者

自立支援給付費国庫負担金等の増により４００，９４８千円（１４．７％）の

増、国庫補助金では、保育所等整備交付金等の増により、１３，５４３千円（１．

４％）の増となっている。 

委託金については、主に小浜バイナリー発電スケール対策等実証委託金の減

により１２，０４８千円（４９．８％）の減となっている。 

収入未済額１７７，２１４千円については、国庫補助事業が翌年度へ繰越さ

れたもので、公共土木施設災害復旧費国庫負担金１１７，４４１千円、地方創

生加速化交付金３４，６５０千円、地方公共団体情報セキュリティ強化対策費

補助金８，６５０千円、社会資本整備総合交付金１５，９９２千円等である。 

調定額
収入済額

Ａ
収入未済額 収入率

収入済額
Ｂ

収入率
増減額
Ａ－Ｂ

増減率

１国庫負担金 3,252,300 3,134,859 117,441 96.4 2,733,911 100.0 400,948 14.7

２国庫補助金 1,029,915 970,142 59,773 94.2 956,599 74.5 13,543 1.4

３委託金 12,164 12,164 0 100.0 24,212 100.0 △ 12,048 △ 49.8

合　　計 4,294,379 4,117,165 177,214 95.9 3,714,722 91.9 402,443 10.8

項

平成２７年度 平成２６年度 対前年度比較

  
１５款 県支出金 

      

決算額は、前年度に比べ５６５，５１４千円（１６．９％）の減となってい

る。 

項目別にみると県負担金は、国民健康保険基盤安定県費負担金、障害者自立

支援給付費県費負担金、障害児通所給付費県費負担金等の増により１４２，０

１３千円（１１．９％）の増、県補助金では、市町村合併支援特別交付金の皆

減、社会福祉費補助金、児童福祉費補助金、保健体育費補助金（第６９回国民

体育大会競技施設整備事業費補助金）等の減により６７４，７９０千円（３３．

３％）の減、委託金では選挙費委託金、社会教育費委託金等の減により３２，

７３７千円（２４．３％）の減となっている。 

 

調定額
収入済額

Ａ
収入未済額 収入率

収入済額
Ｂ

収入率
増減額
Ａ－Ｂ

増減率

１県負担金 1,331,191 1,331,191 0 100.0 1,189,178 100.0 142,013 11.9

２県補助金 1,369,934 1,350,398 19,536 98.6 2,025,188 92.3 △ 674,790 △ 33.3

３委託金 101,975 101,975 0 100.0 134,712 100.0 △ 32,737 △ 24.3

合　　計 2,803,100 2,783,564 19,536 99.3 3,349,078 95.2 △ 565,514 △ 16.9

項

平成２７年度 平成２６年度 対前年度比較
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収入未済額の１９，５３６千円は、県補助事業が翌年度へ繰越されたもので、

外国人観光客受入環境整備支援事業補助金２，６００千円、長崎県大規模建築

物耐震化事業補助金７，９９６千円、農林水産施設災害復旧費補助金８，９４

０千円である。 

 

１６款 財産収入 

      

決算額は、前年度に比べ４１，０４６千円（２２．７％）の減となっている。

これは主に土地売払収入の減によるものである。 

なお、収入未済額６９０，５８２円については、市有財産である土地の過年

度分貸付料である。 

 

調定額
収入済額

Ａ
不納欠損額 収入未済額 収入率

収入済額

Ｂ
収入率

増減額

Ａ－Ｂ
増減率

１財産運用収

入
117,874 117,183 0 691 99.4 117,388 99.4 △ 205 △ 0.2

２財産売払収

入
22,284 22,284 0 0 100.0 63,125 100.0 △ 40,841 △ 64.7

合　　計 140,158 139,467 0 691 99.5 180,513 99.6 △ 41,046 △ 22.7

項

平成２７年度 平成２６年度 対前年度比較

 

 

１７款 寄附金 

      

決算額は、前年度に比べ１７０，５６０千円（８，２５９．６％）の増とな

っている。これは、ふるさと応援寄附金の増によるものである。 

なお、寄附金の決算内訳は、ふるさと応援寄附金１７１，４５６千円、図書

購入寄附金３０千円、学校備品等購入寄附金１，０７２千円、社会福祉寄附金

６７千円となっている。 

調定額
収入済額

Ａ
収入未済額 収入率

収入済額
Ｂ

収入率
増減額
Ａ－Ｂ

増減率

１寄附金 172,625 172,625 0 100.0 2,065 100.0 170,560 8,259.6

合　　計 172,625 172,625 0 100.0 2,065 100.0 170,560 8,259.6

項

平成２７年度 平成２６年度 対前年度比較

 

 

１８款 繰入金 

      

決算額は、前年度に比べ１２２，７２７千円（２３２．７％）の増となって

いる。これは主に減債基金繰入金及び庁舎整備基金繰入金の増によるものであ

る。 

調定額
収入済額

Ａ
収入未済額 収入率

収入済額
Ｂ

収入率
増減額
Ａ－Ｂ

増減率

１基金繰入金 175,460 175,460 0 100.0 52,733 100.0 122,727 232.7

合　　計 175,460 175,460 0 100.0 52,733 100.0 122,727 232.7

項

平成２７年度 平成２６年度 対前年度比較
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１９款 繰越金 

      

決算額は、前年度に比べ８，５８０千円（０．８％）の減となっている。こ

れは繰越明許事業の経費である繰越事業充当繰越金の減によるものである。 

なお、繰越金の決算内訳は、前年度繰越金１，０３９，２０１千円と繰越事

業充当繰越金８６，４９３千円となっている。 

調定額
収入済額

Ａ
収入未済額 収入率

収入済額
Ｂ

収入率
増減額
Ａ－Ｂ

増減率

１繰越金 1,125,694 1,125,694 0 100.0 1,134,274 100.0 △ 8,580 △ 0.8

合　　計 1,125,694 1,125,694 0 100.0 1,134,274 100.0 △ 8,580 △ 0.8

項

平成２７年度 平成２６年度 対前年度比較

 

 

２０款 諸収入 

      

決算額は、前年度に比べ９２，４１６千円（２１．４％）の減となっている。

これは主に貸付金元利収入及び雑入等の減によるものである。 

なお、収入未済額２３，９２２，３４１円の内訳は、災害援護資金貸付金元

利収入滞納繰越分７４７，２５０円、市営住宅共益費５７５，７１０円、生活

保護費返還金（過年度分含む）２１，００８，６３８円、未熟児養育医療保護

者負担金１，６００円、小浜バスターミナル電気代等６０，２９４円、過年度

分就学援助費返還金１１，０９０円、雇用保険個人負担金３９９円、福祉医療

費過払返還金１０１，０００円、児童扶養手当過払返還金１，４１６，３６０

円となっている。 

調定額
収入済額

Ａ
不納欠損額 収入未済額 収入率

収入済額

Ｂ
収入率

増減額

Ａ－Ｂ
増減率

１延滞金、加

算金及び過料
6,620 6,620 0 0 100.0 7,643 100.0 △ 1,023 △ 13.4

２市預金利

子
1,467 1,467 0 0 100.0 1,398 100.0 69 4.9

３貸付金元

利収入
144,979 144,232 0 747 99.5 179,024 99.5 △ 34,792 △ 19.4

４雑入 210,541 186,493 873 23,175 88.9 243,296 85.2 △ 56,803 △ 23.3

５受託事業

収入
133 133 0 0 100.0 0 - 133 -

合　　計 363,740 338,945 873 23,922 93.4 431,361 90.9 △ 92,416 △ 21.4

項

平成２７年度 平成２６年度 対前年度比較
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２１款 市   債 

      

決算額は、前年度に比べ４８０，２００千円（１８．１％）の減となってい

る。これは過疎対策事業債等の増があるものの、辺地対策事業債、合併特例事

業債や臨時財政対策債で減となったことが主な要因である。 

本市事業推進に係る市債の借入状況は、審査資料５７頁第９表－１のとおり

であり、当年度末現在高は２２，１０６，６２９千円で、前年度末に比べ１，

４１０，４４６千円（６．０％）の減となっている。 

調定額
収入済額

Ａ
収入未済額 収入率

収入済額
Ｂ

収入率
増減額
Ａ－Ｂ

増減率

１市債 2,170,600 2,170,600 0 100.0 2,650,800 100.0 △ 480,200 △ 18.1

合　　計 2,170,600 2,170,600 0 100.0 2,650,800 100.0 △ 480,200 △ 18.1

項

平成２７年度 平成２６年度 対前年度比較
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（５）歳出の款別状況（審査資料：５１頁第３表、５６頁第８表 参照） 

 

１款 議 会 費 

      

決算額の支出総額に占める割合は０．９％で、前年度に比べ３７，４７１千

円（１６．９％）の増となっている。 

予算執行の主なものは議員人件費で１７０，５４５千円、政務活動事業で３，

１６７千円のほか、事務局職員人件費や議会活動費並びに会議録作成事業等に

係る経費が執行されている。増となった主な要因は議場等設備改修事業による

ものである。 

翌年度繰越額６００千円は、会議録作成事業の６００千円が繰越明許費とし

て平成２８年度へ繰越されている。 

平成２６年度

予算現額
支出済額
Ａ

翌年度繰越額 不用額 執行率
支出済額
Ｂ

増減額
Ａ－Ｂ

増減率

１．議会費 262,533 259,020 600 2,913 98.9 221,549 37,471 16.9

合　　計 262,533 259,020 600 2,913 98.9 221,549 37,471 16.9

項

平成２７年度 対前年度比較

 

 

２款 総 務 費 

      

決算額の支出総額に占める割合は１７．６％で、前年度に比べ４１６，０４

３千円（９．０％）の増となっている。 

１項総務管理費４，７４８，０３５千円は、前年度に比べ４７５，３２３千

円、１１．１％増加している。これは主にふるさと応援推進事業と庁舎整備事

業の増によるものである。 

２項徴税費１９９，７８３千円は、前年度に比べ４７，７０２千円、１９．

３％減少している。これは主に島原地域広域市町村圏組合負担金や土地評価見

直し事業の減によるものである。 

３項戸籍住民基本台帳費５５，８３４千円は、前年度に比べ２，５３０千円、

４．３％減少している。これは主に島原地域広域市町村圏組合負担金等の減に

よるものである。 

４項選挙費４，２０７千円は、前年度に比べ２１，３２１千円、８３．５％

減少している。これは主に衆議院議員選挙費の皆減によるものである。 

５項統計調査費３２，３１０千円は、前年度に比べ１２，１２７千円、６０．

１％増加している。これは主に国勢調査費の増によるものである。 

不用額の主なものは、１項総務管理費１目一般管理費９，８６０千円、５目

財産管理費４，９３２千円、６目企画費２５，３９１千円及び７目支所及び出

張所費９，８４８千円である。 

翌年度繰越額９４，６８０千円は、財産管理事務費５，９９１千円、自治体

情報セキュリティ強化対策事業８８，６８９千円が繰越明許費として平成２８

年度へ繰越されている。 
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平成２６年度

予算現額
支出済額
Ａ

翌年度繰越額 不用額 執行率
支出済額
Ｂ

増減額
Ａ－Ｂ

増減率

１総務管理費 4,902,001 4,748,035 94,680 59,286 98.8 4,272,712 475,323 11.1

２徴税費 204,538 199,783 0 4,755 97.7 247,485 △ 47,702 △ 19.3

３戸籍住民基本台帳費 57,117 55,834 0 1,283 97.8 58,364 △ 2,530 △ 4.3

４選挙費 4,501 4,207 0 294 93.5 25,528 △ 21,321 △ 83.5

５統計調査費 32,860 32,310 0 550 98.3 20,183 12,127 60.1

６監査委員費 19,828 19,323 0 505 97.5 19,177 146 0.8

合  計 5,220,845 5,059,492 94,680 66,673 98.7 4,643,449 416,043 9.0

項

平成２７年度 対前年度比較

 

 

３款 民 生 費 

      

決算額の支出総額に占める割合は３３．４％で、前年度に比べ２０９，５６

３千円（２．２％）の増となっている。 

１項社会福祉費４，７１２，３２５千円は、前年度に比べ７２，００４千円、

１．５％減少している。これは主に臨時福祉給付金事業や地域介護・福祉空間

整備事業等の減によるものである。 

２項児童福祉費３，７１１，１１９千円は、前年度に比べ１１７，３０１千

円、３．３％増加している。これは主に民間施設型給付（保育）事業及び保育

施設整備事業の増によるものである。 

３項生活保護費１，１６８，０８６千円は、前年度に比べ１６４，１９５千

円、１６．４％増加している。これは主に生活保護費支給事業の増によるもの

である。 

不用額の主なものは、１項社会福祉費１目社会福祉総務費３，９９２千円、

３目障害者福祉費７，７２６千円、２項児童福祉費１目児童福祉総務費５，７

２３千円及び２目児童運営費５，３０１千円である。 

翌年度繰越額９６２千円は、２項児童福祉費において、児童福祉総務事務費

が繰越明許費として平成２８年度へ繰越されている。 

平成２６年度

予算現額
支出済額
Ａ

翌年度繰越額 不用額 執行率
支出済額
Ｂ

増減額
Ａ－Ｂ

増減率

１社会福祉費 4,730,372 4,712,325 0 18,047 99.6 4,784,329 △ 72,004 △ 1.5

２児童福祉費 3,723,814 3,711,119 962 11,733 99.7 3,593,818 117,301 3.3

３生活保護費 1,171,377 1,168,086 0 3,291 99.7 1,003,891 164,195 16.4

４災害救助費 214 123 0 91 57.5 52 71 136.5

合　　計 9,625,777 9,591,653 962 33,162 99.7 9,382,090 209,563 2.2

項

平成２７年度 対前年度比較
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４款 衛 生 費 

      

決算額の支出総額に占める割合は７．１％で、前年度に比べ１４，４９６千

円（０．７％）の増となっている。 

１項保健衛生費８３０，４５４千円は、前年度に比べ３０，７６４千円、３．

８％増加している。これは主に簡易水道事業特別会計繰出金及び水道事業会計

補助金の増によるものである。 

２項清掃費１，２０６，７４８千円は、前年度に比べ１６，２６８千円、１．

３％減少している。これは主にごみ収集事業の減によるものである。 

不用額の主なものは、１項保健衛生費１目保健衛生総務費２，７８８千円、

２目予防費３，０８７千円、３目環境衛生費２，９５５千円、４目母子衛生費

２，９３２千円及び６目保健衛生施設費３，００１千円である。 

平成２６年度

予算現額
支出済額
Ａ

翌年度繰越額 不用額 執行率
支出済額
Ｂ

増減額
Ａ－Ｂ

増減率

１保健衛生費 865,095 830,454 18,000 16,641 98.0 799,690 30,764 3.8

２清掃費 1,210,810 1,206,748 0 4,062 99.7 1,223,016 △ 16,268 △ 1.3

合　　計 2,075,905 2,037,202 18,000 20,703 99.0 2,022,706 14,496 0.7

項

平成２７年度 対前年度比較

 

 

５款 労 働 費  

      

決算額の支出総額は前年度に比べ５，５４２千円（１，７１０．５％）の増

となっている。これは主に魅力ある職場づくり支援事業の皆増によるものであ

る。 

また、不用額についても魅力ある職場づくり支援事業３４，５０７千円が主

な要因となっている。 

平成２６年度

予算現額
支出済額
Ａ

翌年度繰越額 不用額 執行率
支出済額
Ｂ

増減額
Ａ－Ｂ

増減率

１労働諸費 40,408 5,866 0 34,542 14.5 324 5,542 1,710.5

合　　計 40,408 5,866 0 34,542 14.5 324 5,542 1,710.5

項

平成２７年度 対前年度比較

 

 

６款 農林水産業費 

      

決算額の支出総額に占める割合は７．５％で、前年度に比べ３７５，１６６

千円（１４．８％）の減となっている。 

１項農業費１，７８８，６１９千円は、前年度に比べ３８７，４９９千円、

１７．８％減少している。これは主に島原半島地域食肉センター整備事業補助

金、雲仙グリーンロード安全対策事業（がんばる交付金）、国見神代幹線農道改

良事業（がんばる交付金）の減によるものである。 

２項林業費５７，９６９千円は、前年度に比べ２４，６８４千円、７４．２％

増加している。これは主に造林事業、ながさき森林環境税事業の増によるもの

である。 
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３項水産業費３１６，３５８千円は、前年度に比べ１２，３５１千円、３．

８％減少している。これは主に水域環境保全創造事業の減によるものである。 

不用額の主なものは、１項農業費３目農業振興費５，０２４千円及び５目農

地費７，３９５千円である。 

翌年度繰越額１２８，７１７千円は、１項農業費において、県営事業地元負

担金が繰越明許費として平成２８年度へ繰越されている。 

平成２６年度

予算現額
支出済額
Ａ

翌年度繰越額 不用額 執行率
支出済額
Ｂ

増減額
Ａ－Ｂ

増減率

１農業費 1,937,449 1,788,619 128,717 20,113 98.9 2,176,118 △ 387,499 △ 17.8

２林業費 60,289 57,969 0 2,320 96.2 33,285 24,684 74.2

３水産業費 323,111 316,358 0 6,753 97.9 328,709 △ 12,351 △ 3.8

合　　計 2,320,849 2,162,946 128,717 29,186 98.7 2,538,112 △ 375,166 △ 14.8

項

平成２７年度 対前年度比較

 

 

７款 商 工 費 

      

決算額の支出総額に占める割合は１．８％で、前年度に比べ１０５，０６９

千円（２４．８％）の増となっている。これは主にプレミアム商品券発行事業、

工場等設置奨励金支給事業、海外宣伝誘致事業及び誘客拡大支援事業の増によ

るものである。 

平成２６年度

予算現額
支出済額
Ａ

翌年度繰越額 不用額 執行率
支出済額
Ｂ

増減額
Ａ－Ｂ

増減率

１商工費 1,077,547 528,173 530,400 18,974 96.5 423,104 105,069 24.8

合　　計 1,077,547 528,173 530,400 18,974 96.5 423,104 105,069 24.8

項

平成２７年度 対前年度比較

 

 

８款 土 木 費 

      
決算額の支出総額に占める割合は７．６％で、前年度に比べ８３，４５０千

円（３．７％）の減となっている。 

１項土木管理費１５６，９７０千円は、前年度に比べ１５，５８８千円、１

１．０％増加している。これは主に職員人件費の増によるものである。 

２項道路橋りょう費９９８，６７７千円は、前年度に比べ１０５，５２２千

円、９．６％減少している。これは主に補助及び起債事業費の減によるもので

ある。 

３項河川費１４１，４４２千円は、前年度に比べ５３，８６２千円、６１．

５％増加している。これは主に補助及び起債事業費及び河川単独事業費の増に

よるものである。 

４項港湾費１９，９９８千円は、前年度に比べ８，４２７千円、７２．８％

増加している。これは主に県営港湾施設整備事業負担金の増によるものである。 

５項都市計画費６７３，１８１千円は、前年度に比べ６，１０２千円、０．

９％増加している。これは主に下水道事業特別会計繰出金の増によるものであ
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る。 

６項住宅費１８８，２３２千円は、前年度に比べ６１，９０７千円、２４．

７％減少している。これは主に市営住宅改善事業及び雲仙古湯地区街なみ環境

整備事業の減によるものである。 

   不用額の主なものは、２項道路橋りょう費３目道路新設改良費７，３１０千

円、５項都市計画費３目公園費４，８９９千円である。 

翌年度繰越額９２，６７６千円は、２項道路橋りょう費において、国県道整

備事業地元負担金３，８５９千円、吾妻高辻線改良事業３０，１２９千円、吾

妻寺ノ前線改良事業３，６０９千円、千々石飯岳白新田線改良事業１６，６６

５千円、小浜日見線改良事業１，１４４千円及び市道単独改良事業１９４千円、

４項港湾費において、県営港湾施設整備事業負担金５，０９１千円、６項住宅

費において、大規模建築物耐震化事業として３１，９８５千円となっており、

それぞれ繰越明許費として平成２８年度へ繰越されている。 

平成２６年度

予算現額
支出済額
Ａ

翌年度繰越額 不用額 執行率
支出済額
Ｂ

増減額
Ａ－Ｂ

増減率

１土木管理費 159,802 156,970 0 2,832 98.2 141,382 15,588 11.0

２道路橋りょう費 1,063,947 998,677 55,600 9,670 99.0 1,104,199 △ 105,522 △ 9.6

３河川費 142,259 141,442 0 817 99.4 87,580 53,862 61.5

４港湾費 25,392 19,998 5,091 303 98.5 11,571 8,427 72.8

５都市計画費 679,232 673,181 0 6,051 99.1 667,079 6,102 0.9

６住宅費 222,316 188,232 31,985 2,099 98.9 250,139 △ 61,907 △ 24.7

合　　計 2,292,948 2,178,500 92,676 21,772 99.0 2,261,950 △ 83,450 △ 3.7

項

平成２７年度 対前年度比較

 

 

９款 消 防 費 

      

決算額の支出総額に占める割合は３．８％で、前年度に比べ４４，０４９千

円（４．２％）の増となっている。これは主に消防施設維持管理事務費及び再

生可能エネルギー等導入推進基金事業の増によるものである。 

不用額の主なものは、１項消防費３目消防施設費１，３５１千円である。 

平成２６年度

予算現額
支出済額
Ａ

翌年度繰越額 不用額 執行率
支出済額
Ｂ

増減額
Ａ－Ｂ

増減率

１消防費 1,087,706 1,084,957 0 2,749 99.7 1,040,908 44,049 4.2

合　　計 1,087,706 1,084,957 0 2,749 99.7 1,040,908 44,049 4.2

項

平成２７年度 対前年度比較

 

 

１０款 教 育 費 

      

決算額の支出総額に占める割合は６．４％で、前年度に比べ５５７，６９０

千円（２３．４％）の減となっている。 

１項教育総務費２３９，１９３千円は、前年度に比べ１２０，１７３千円、

１０１．０％増加している。これは主に民間施設型給付事業の増によるもので
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ある。 

２項小学校費４３１，０８０千円は、前年度に比べ９２，２６６千円、１７．

６％減少している。これは主に小学校施設大規模改修費の減によるものである。 

３項中学校費３３９，０５８千円は、前年度に比べ４７，４９９千円、１６．

３％増加している。これは主に中学校施設大規模改修費の増によるものである。 

５項社会教育費３４０，０４０千円は、前年度に比べ７１，１４３千円、１

７．３％減少している。これは主に伝統的建造物群保存事業及び国見地区埋蔵

文化財発掘調査事業等の減によるものである。 

６項保健体育費４７８，５４６千円は、前年度に比べ５３２，５５３千円、

５２．７％減少している。これは主に国体開催事業の皆減によるものである。 

不用額の主なものは、２項小学校費１目学校管理費１５，８４１千円、３項

中学校費１目学校管理費８，３５８千円、５項社会教育費２目公民館費８，７

９１千円、３目文化財保護費６，０３２千円、４目社会教育施設費７，４８１

千円、６項保健体育費２目体育施設費１１，５００千円及び３目学校給食費９，

５３６千円である。 

 

平成２６年度

予算現額
支出済額
Ａ

翌年度繰越額 不用額 執行率
支出済額
Ｂ

増減額
Ａ－Ｂ

増減率

１教育総務費 243,517 239,193 0 4,324 98.2 119,020 120,173 101.0

２小学校費 448,433 431,080 0 17,353 96.1 523,346 △ 92,266 △ 17.6

３中学校費 348,722 339,058 0 9,664 97.2 291,559 47,499 16.3

４幼稚園費 551 0 0 551 0.0 29,400 △ 29,400 △ 100.0

５社会教育費 387,995 340,040 21,576 26,379 92.8 411,183 △ 71,143 △ 17.3

６保健体育費 501,000 478,546 0 22,454 95.5 1,011,099 △ 532,553 △ 52.7

合  計 1,930,218 1,827,917 21,576 80,725 95.8 2,385,607 △ 557,690 △ 23.4

項

平成２７年度 対前年度比較

 

 

１１款 災害復旧費 

      

決算額の支出総額に占める割合は０．６％で、被災箇所の増加に伴って前年

度に比べ６５，６８２千円（７２．４％）の増となっている。 

１項農林水産業施設災害復旧費５６，９１１千円は、前年度に比べ２０，９

２１千円、５８．１％増加している。 

２項公共土木施設災害復旧費９３，５７３千円は、前年度に比べ４０，９８

７千円、７７．９％増加している。 

３項文教施設災害復旧費５，９６１千円は、前年度に比べ３，７７４千円、

１７２．６％増加している。 

４項庁舎等その他施設災害復旧費は、５，５５１千円の皆増となっている。 

翌年度繰越額１８８，３９８千円は、１項農林水産業施設災害復旧費におい

て、現年農地等災害復旧事業９，２９０千円、道路河川災害復旧単独事業３，

０３４千円、道路河川災害復旧補助事業１７６，０７４千円が、繰越明許費と

して平成２８年度へ繰越されている。 
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平成２６年度

予算現額
支出済額
Ａ

翌年度繰越額 不用額 執行率
支出済額
Ｂ

増減額
Ａ－Ｂ

増減率

１農林水産業施設災害復旧費 67,603 56,911 9,290 1,402 97.6 35,990 20,921 58.1

２公共土木施設災害復旧費 273,561 93,573 179,108 880 99.1 52,586 40,987 77.9

３文教施設災害復旧費 6,500 5,961 0 539 91.7 2,187 3,774 172.6

４庁舎等その他施設災害復旧

費
5,553 5,551 0 2 100.0 - - 皆増

合　　計 353,217 161,996 188,398 2,823 98.3 90,763 65,682 72.4

項

平成２７年度 対前年度比較

 

 

１２款 公 債 費 

      

決算額の支出総額に占める割合は１３．３％で、前年度に比べ１６０，２４

２千円（４．０％）の減となっている。公債費の内訳は、繰上償還元金５５４，

８０４千円を含む地方債元金償還金が３，５８１，０４６千円、地方債利子償

還金が２２３，８０６千円及び事務費１１２千円となっている。 

平成２６年度

予算現額
支出済額
Ａ

翌年度繰越額 不用額 執行率
支出済額
Ｂ

増減額
Ａ－Ｂ

増減率

１公債費 3,805,404 3,804,964 0 440 100.0 3,965,206 △ 160,242 △ 4.0

合　　計 3,805,404 3,804,964 0 440 100.0 3,965,206 △ 160,242 △ 4.0

項

平成２７年度 対前年度比較

 

 

１３款 予 備 費 

      

当初予算で２０，０００千円を計上されていたが、事務事業の執行において

緊急に対応すべき経費が生じた科目（公共土木施設災害復旧費）へ８，６１０

千円が充用されている。 

なお、予備費の運用にあたっては、法令等に基づき執行されており、緊急性

についても早急な対応が必要であり、やむを得ない状況であったことを確認し

た。 

 

平成２６年度

予算現額
支出済額
Ａ

翌年度繰越額 不用額 執行率
支出済額
Ｂ

増減額
Ａ－Ｂ

増減率

１予備費 11,390 0 0 11,390 0.0 0 0 -

合　　計 11,390 0 0 11,390 0.0 0 0 -

項

平成２７年度 対前年度比較
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３．特別会計 
（１）国民健康保険特別会計  （審査資料：６１頁第１１表 参照） 

(A) 8,284,303,000 円

(B) 8,750,762,933 円

(C) 8,287,898,677 円

(D) 30,950,094 円

(E) 431,914,162 円

3,595,677 円

対予算現額 (C)／(A) 100.0 ％

対調定額　  (C)／(B) 94.7 ％

 (F) 8,275,799,758 円

 (G) 0 円

  (A)－(F)－(G) 8,503,242 円

8,503,242 円

　(F)／(A) 99.9 ％

　(C)－(F) 12,098,919 円

不 納 欠 損 額　　　       　歳

入

決

算

額

予　　算　　現　　額　  　

収 入 率

調    定    額　　　　　      

収  入  済  額　　　 　       

収 入 未 済 額　　          

翌 年 度 繰 越 額         

歳 入 歳 出 差 引 残 額　　  

執    行    率　  　    

支出済額と予算現額の差額　  　(A)－(F) 　

不    用    額　   

収入済額と予算現額の差額　   (C)－(A)   

支  出  済  額  　        

歳

出

決

算

額

 

歳入決算額は、前年度に比べ６６３，１１６千円（８．７％）の増で、主なも

のは共同事業交付金及び繰入金等の増によるものであり、これに対して国民健康

保険税、国庫支出金、県支出金、療養給付費等交付金、繰越金等は減少している。 

歳出決算額は、前年度に比べ７７７，８２１千円（１０．４％）の増で、主な

ものとして共同事業拠出金等が大幅に増となっている。 

なお、国民健康保険税の税率改正は行われていない。 
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国民健康保険特別会計決算比較表               （単位：千円、％） 
27 年 度 26 年 度 27 年 度 26 年 度 増 減 額 増減率

国民健康保険税 1,495,819 1,531,880 18.0 20.1 △ 36,061 △ 2.4

使用料及び手数料 824 955 0.0 0.0 △ 131 △ 13.7

国庫支出金 2,273,043 2,430,091 27.4 31.9 △ 157,048 △ 6.5

療養給付費等交付金 144,674 287,994 1.8 3.8 △ 143,320 △ 49.8

前期高齢者交付金 1,047,648 1,005,354 12.7 13.2 42,294 4.2

県  支  出  金 456,130 499,107 5.5 6.5 △ 42,977 △ 8.6

共同事業交付金 2,119,905 1,118,671 25.6 14.7 1,001,234 89.5

財  産  収  入 30 217 0.0 0.0 △ 187 △ 86.2

繰    入    金 615,324 555,931 7.4 7.3 59,393 10.7

繰    越    金 126,803 178,056 1.5 2.3 △ 51,253 △ 28.8

諸    収    入 7,699 16,527 0.1 0.2 △ 8,828 △ 53.4

合　　　　　計 8,287,899 7,624,783 100.0 100.0 663,116 8.7

総    務    費 27,002 36,687 0.3 0.5 △ 9,685 △ 26.4

保 険 給 付 費 4,589,560 4,820,545 55.5 64.3 △ 230,985 △ 4.8

老人保健拠出金 37 37 0.0 0.0 0 0.0

前期高齢者納付金 588 678 0.0 0.0 △ 90 △ 13.3

後期高齢者支援金 884,187 886,347 10.7 11.8 △ 2,160 △ 0.2

病床転換支援金 0 0 - - - -

介 護 納 付 金 405,299 449,601 4.9 6.0 △ 44,302 △ 9.9

共同事業拠出金 2,241,772 1,149,479 27.1 15.3 1,092,293 95.0

保 健 事 業 費 50,080 51,199 0.6 0.7 △ 1,119 △ 2.2

基 金 積 立 金 30 217 0.0 0.0 △ 187 △ 86.2

公    債    費 0 0 - - - -

諸  支  出  金 77,245 103,189 0.9 1.4 △ 25,944 △ 25.1

予    備    費 0 0 - - - -

合　　　　計 8,275,800 7,497,979 100.0 100.0 777,821 10.4

12,099 126,804 △ 114,705

歳

　

入

歳

　

出

歳入歳出差引残額

対前年度比較決    算    額
区　　  分

構 成 比 率
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保険税の収納状況では、国民健康保険税の調定額は、前年度と比べて７６，５

３３，３６３円（３．８％）減少し、収入済額は３６，０６１，３８５円（２．

４％）の減少となっている。収入率の全体を見ると、前年度より１．５ポイント

上昇し７７．６％となり、滞納繰越分では０．１ポイント減少しているものの現

年度課税分では０．９ポイント増加し９６．０ ％となっている。 

収入未済額は４３１，５４５，７１１円で、前年度末に比べ４８，５０２，８

８９円（１０．１ ％）の減となっている。近年、収入未済額は減少しており収

納対策の効果がうかがわれる。 

不納欠損額は、地方税法第１５条の７及び同法第１８条の規定により３０，６

０７，４９１円（１，６７０件）が処分されている。 

国民健康保険財政調整基金については、国・県支出金及び交付金の減額等によ

り１５１，７３２千円の取崩しが行われている。その結果、平成２７年度末残高

は８２６千円となっており、平成２８年度中には枯渇することが予想される。 

 

 

【保険税収入状況】                      （単位：円、％） 
調　定　額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額 収入率

1,957,971,900 1,495,818,698 30,607,491 431,545,711 77.6

現年度 1,481,301,700 1,422,076,064 234,400 58,991,236 96.0

滞納分 476,670,200 73,742,634 30,373,091 372,554,475 16.5

2,034,505,263 1,531,880,083 22,576,580 480,048,600 76.1

現年度 1,526,852,900 1,451,305,633 268,100 75,279,167 95.1

滞納分 507,652,363 80,574,450 22,308,480 404,769,433 16.6

△ 76,533,363 △ 36,061,385 8,030,911 △ 48,502,889

△ 3.8 △ 2.4 35.6 △ 10.1

区分

27年度

内

訳

内

訳

増減額

増減率

26年度
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（２）後期高齢者医療特別会計 
(A) 483,285,000 円

(B) 484,566,373 円

(C) 482,501,250 円

(D) 145,000 円

(E) 1,920,123 円

△ 783,750 円

対予算現額 (C)／(A) 99.8 ％

対調定額　  (C)／(B) 99.6 ％

 (F) 482,171,277 円

 (G) 0 円

  (A)－(F)－(G) 1,113,723 円

1,113,723 円

　(F)／(A) 99.8 ％

　(C)－(F) 329,973 円歳 入 歳 出 差 引 残 額　　  

支  出  済  額  　        

翌 年 度 繰 越 額         

不    用    額　   

執    行    率　  　    

歳

出

決

算

額

収入済額と予算現額の差額　　　(C)－(A)  

支出済額と予算現額の差額　  　(A)－(F) 　

予　　算　　現　　額　  　

歳

入

決

算

額

収 入 率

調    定    額　　　　　      

収  入  済  額　　　 　       

不 納 欠 損 額　　　       　

収 入 未 済 額　　          

 
 

後期高齢者医療制度は、長崎県後期高齢者医療広域連合が事業運営し、雲仙市

は保険料の収納業務や受付業務を行っている。 

歳入決算額は４８２，５０１，２５０円で、前年度と比べると２，００５，

９８７円（０．４％）の増であり、これは主に諸収入（保険料還付金）の増に

よるものである。 

歳出決算額は４８２，１７１，２７７円で、前年度と比べると２，１７９，０

４０円（０．５％）の増で、後期高齢者医療広域連合納付金が歳出のほとんどを

占めている。 
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後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算一覧表         （単位：円、％） 

27 年 度 26 年 度 27年度 26年度 増 減 額 増減率

後期高齢者医療保険料 280,223,546 281,381,871 58.1 58.6 △ 1,158,325 △ 0.4

使用料及び手数料 52,600 52,400 0.0 0.0 200 0.4

繰　　入　　金 196,871,245 197,992,826 40.8 41.2 △ 1,121,581 △ 0.6

繰　　越　　金 503,026 108,914 0.1 0.0 394,112 361.9

諸    収    入 4,850,833 959,252 1.0 0.2 3,891,581 405.7

合　　計 482,501,250 480,495,263 100.0 100.0 2,005,987 0.4

総　　務　　費 5,424,649 7,243,732 1.1 1.5 △ 1,819,083 △ 25.1

後期高齢者医療広域連合納付金 471,479,528 471,789,705 97.8 98.3 △ 310,177 △ 0.1

諸　支　出　金 5,267,100 958,800 1.1 0.2 4,308,300 449.3

合　　計 482,171,277 479,992,237 100.0 100.0 2,179,040 0.5

329,973 503,026 △ 173,053

区　　　  分
決    算    額 構 成 比 率 対前年度比較

歳

　

入

歳入歳出差引残額

歳

出

 

 保険料の収入状況では、収入済額は２８０，２２３，５４６円であるが、還付未

済額が２５８，１００円発生しており、その内訳は特別徴収分２４６，８００円と

普通徴収分１１，３００円である。 

このため、還付未済額を控除すると収入済額は２７９，９６５，４４６円、控除

後の収入未済額は２，１７８，２２３円となる。収入率では前年度と同じく９９．

２％となっている。  
【保険料収入状況】               （単位：円、％） 

調　定　額 収入済額 不納欠損額 収入未済額

282,288,669 280,223,546 145,000 1,920,123

特別徴収 現年度分 196,490,700 196,737,500 0 △ 246,800

現年度分 83,433,500 82,237,000 0 1,196,500

過年度分 245,400 227,000 0 18,400

滞納繰越分 2,119,069 1,022,046 145,000 952,023

283,773,340 281,381,871 443,000 1,948,469

特別徴収 現年度分 205,173,500 205,481,800 0 △ 308,300

現年度分 75,880,600 74,495,000 0 1,385,600

過年度分 346,200 346,200 0 0

滞納繰越分 2,373,040 1,058,871 443,000 871,169

△ 1,484,671 △ 1,158,325 △ 298,000 △ 28,346

△ 0.5 △ 0.4 △ 67.3 △ 1.5

平成26年度

平成27年度

内

　

　

訳
普通徴収

区　　分

増　減　額

増　減　率

内

　

　

訳
普通徴収
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【保険料収入状況（還付未済額控除）】           （単位：円、％） 

収入済額 還付未済額 控除後収入済額
控除後収入

未済額
収入率

280,223,546 258,100 279,965,446 2,178,223 99.2

特別徴収 現年度分 196,737,500 246,800 196,490,700 0 100.0

現年度分 82,237,000 11,100 82,225,900 1,207,600 98.6

過年度分 227,000 200 226,800 18,600 92.4

滞納繰越 1,022,046 0 1,022,046 952,023 51.8

281,381,871 319,500 281,062,371 2,267,969 99.2

特別徴収 現年度分 205,481,800 308,300 205,173,500 0 100.0

現年度分 74,495,000 11,200 74,483,800 1,396,800 98.2

過年度分 346,200 0 346,200 0 100.0

滞納繰越 1,058,871 0 1,058,871 871,169 54.9

△ 1,158,325 △ 61,400 △ 1,096,925 △ 89,746

△ 0.4 △ 19.2 △ 0.4 △ 4.0

区　　分

平成27年度

内

　

　

訳
普通徴収

増　減　率

平成26年度

内

　

　

訳
普通徴収

増　減　額

  
（３）簡易水道事業特別会計 

 

(A) 599,894,000 円

(B) 611,967,788 円

(C) 601,619,003 円

(D) 0 円

(E) 10,348,785 円

1,725,003 円

対予算現額 (C)／(A) 100.3 ％

対調定額　  (C)／(B) 98.3 ％

 (F) 569,707,336 円

 (G) 14,500,000 円

  (A)－(F)－(G) 15,686,664 円

30,186,664 円

　(F)／(A) 95.0 ％

　(C)－(F) 31,911,667 円

歳

入

決

算

額

予　　算　　現　　額　  　

翌 年 度 繰 越 額         

不    用    額　   

支  出  済  額  　        

収入済額と予算現額の差額　　(C)－(A)    

執    行    率　  　    

歳 入 歳 出 差 引 残 額　　  

調    定    額　　　　　      

収 入 未 済 額　　          

収  入  済  額　　　 　       

不 納 欠 損 額　　　       　

収 入 率

支出済額と予算現額の差額　  　(A)－(F) 　

歳

出

決

算

額
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歳入決算額は、前年度に比べ３１８，１２０，２３４円（３４．６％）の減と

なっている。これは主に水道事業収入、国庫支出金、繰越金、市債等の減による

ものである。 

歳出決算額は、前年度に比べ３２３，０８６，３２１円（３６．２％）の減と

なっている。これは水道事業費、施設費及び公債費の減によるものである。 

 

簡易水道事業特別会計決算比較表               （単位：円、％） 

27 年 度 26 年 度 27年度 26年度 増 減 額 増減率

水道事業収入 199,326,489 279,445,255 33.1 30.4 △ 80,118,766 △ 28.7

国庫支出金 55,792,000 139,598,000 9.3 15.2 △ 83,806,000 △ 60.0

県支出金 0 4,300,000 0.0 0.5 △ 4,300,000 皆減

繰    入    金 196,218,040 171,490,000 32.6 18.6 24,728,040 14.4

繰    越    金 26,945,580 41,051,603 4.5 4.5 △ 14,106,023 △ 34.4

諸    収    入 3,330,894 3,718,739 0.6 0.4 △ 387,845 △ 10.4

市　　債 120,000,000 280,100,000 19.9 30.4 △ 160,100,000 △ 57.2

財産収入 6,000 35,640 0.0 0.0 △ 29,640 △ 83.2

合　　計 601,619,003 919,739,237 100.0 100.0 △ 318,120,234 △ 34.6

水道事業費 152,478,988 185,325,805 26.8 20.8 △ 32,846,817 △ 17.7

施　　設　　費 186,478,960 440,377,112 32.7 49.3 △ 253,898,152 △ 57.7

公　　債　　費 230,749,388 267,090,740 40.5 29.9 △ 36,341,352 △ 13.6

予　　備　　費 0 0 - - - -

合　　計 569,707,336 892,793,657 100.0 100.0 △ 323,086,321 △ 36.2

31,911,667 26,945,580 4,966,087歳入歳出差引残額

歳

　

出

決    算    額 構 成 比 率
区　　  分

歳

　

入

対前年度比較

 

水道料金の収入状況は次表のとおりで、前年度と比べ調定額が７３，５２７，

４６５円（２６．３％）減少し、収入済額で７１，６７１，４８２円（２６．８％）

の減となっている。 

収入率は９５．０％で、前年度と比べ０．６ポイント低下している。 

収入未済額は１０，３４８，７８５円で、前年度末に比べ１，８５５，９８３

円（１５．２％）の減となっている。 

収入未済額は、当年度においては減少しているが、更なる減少に向けて引き続

き対策を講じられたい。 

 

 

※※※※本年度本年度本年度本年度よりよりよりより愛野簡易水道事業愛野簡易水道事業愛野簡易水道事業愛野簡易水道事業はははは、、、、愛野上水道事業愛野上水道事業愛野上水道事業愛野上水道事業へへへへ移行移行移行移行されているされているされているされている。。。。 
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【水道料金収入状況】              （単位：円、％） 

調　定　額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額 収入率

206,011,495 195,662,710 0 10,348,785 95.0

現年度 196,607,240 194,591,180 0 2,016,060 99.0

滞納分 9,404,255 1,071,530 0 8,332,725 11.4

279,538,960 267,334,192 0 12,204,768 95.6

現年度 268,096,640 265,456,180 0 2,640,460 99.0

滞納分 11,442,320 1,878,012 0 9,564,308 16.4

△ 73,527,465 △ 71,671,482 0 △ 1,855,983

△ 26.3 △ 26.8 - △ 15.2

内

訳

増減率

区分

27年度

26年度

増減額

内

訳
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（４）下水道事業特別会計 

(A) 1,001,006,000 円

(B) 1,022,200,403 円

(C) 1,002,482,391 円

(D) 0 円

(E) 19,718,012 円

1,476,391 円

対予算現額 (C)／(A) 100.1 ％

対調定額　  (C)／(B) 98.1 ％

 (F) 989,486,193 円

 (G) 0 円

  (A)－(F)－(G) 11,519,807 円

11,519,807 円

　(F)／(A) 98.8 ％

　(C)－(F) 12,996,198 円

歳

入

決

算

額

収 入 未 済 額　　          

歳 入 歳 出 差 引 残 額　　  

支  出  済  額  　        

翌 年 度 繰 越 額         

不    用    額　   

歳

出

決

算

額

執    行    率　  　    

支出済額と予算現額の差額　  　(A)－(F) 　

収入済額と予算現額の差額　　　(C)－(A)  

予　　算　　現　　額　  　

収 入 率

調    定    額　　　　　      

収  入  済  額　　　 　       

不 納 欠 損 額　　　       　

 

 

歳入決算額は、前年度に比べ８１，６３３，２９９円（７．５％）の減となっ

ている。これは国庫支出金、繰入金、繰越金、市債等が減となったことによるも

のである。 

歳出決算額は、前年度に比べ７９，２８１，３６８円（７．４％）の減となっ

ている。この主な要因は、総務費で増となったものの、公共下水道事業費、農業

集落排水事業費等で減となったことによるものである。 
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下水道事業特別会計決算比較表            （単位：円、％） 
27 年 度 26 年 度 27年度 26年度 増 減 額 増減率

分担金及び負担金 17,440,000 18,130,000 1.7 1.7 △ 690,000 △ 3.8

使用料及び手数料 208,148,880 204,828,760 20.8 18.9 3,320,120 1.6

国 庫 支 出 金 1,650,000 30,899,000 0.2 2.9 △ 29,249,000 △ 94.7

県  支  出  金 0 2,700,000 0.0 0.2 △ 2,700,000 △ 100.0

財　産　収　入 338,254 360,257 0.0 0.0 △ 22,003 △ 6.1

繰    入    金 759,540,000 773,777,000 75.8 71.4 △ 14,237,000 △ 1.8

繰    越    金 15,348,129 27,652,555 1.5 2.5 △ 12,304,426 △ 44.5

諸    収    入 17,128 68,118 0.0 0.0 △ 50,990 △ 74.9

市　　　 　　債 0 25,700,000 0.0 2.4 △ 25,700,000 △ 100.0

合　　　計 1,002,482,391 1,084,115,690 100.0 100.0 △ 81,633,299 △ 7.5

総    務    費 122,372,230 104,950,495 12.4 9.8 17,421,735 16.6

公共下水道事業費 177,759,989 256,675,220 18.0 24.0 △ 78,915,231 △ 30.7

農業集落排水事業費 29,022,249 41,450,841 2.9 3.9 △ 12,428,592 △ 30.0

小規模集合排水事業費 3,261,719 2,870,337 0.3 0.3 391,382 13.6

公    債    費 648,782,294 651,559,156 65.6 61.0 △ 2,776,862 △ 0.4

予    備    費 0 0 - - - -

合　　　計 989,486,193 1,068,767,561 100.0 100.0 △ 79,281,368 △ 7.4

12,996,198 15,348,129 △ 2,351,931歳入歳出差引残額

決    算    額 構 成 比 率

歳

　

入

対前年度比較

△ 26.4
浄化槽市町村整備推

進事業費
8,287,712 11,261,512 0.8 1.0 △ 2,973,800

区　　  分

歳

　

出

 

収入未済額は１９，７１８，０１２円で、前年度末に比べ４，０６７，２６０円

（２６．０％）の増となっている。 

収入率は９１．３％で、昨年度と比べ１．６ポイント、うち現年度分は９６．５％

で、昨年度と比べ１．３ポイント減少し、滞納分は２１．０％と昨年度と比べ４．

１ポイント上昇している。 

収入未済額は依然として増加傾向にあり、減少に向けての効果的な対策を講じら

れたい。 

 

【下水道使用料収入状況】          （単位：円、％） 
調　定　額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額 収入率

227,691,792 207,973,780 0 19,718,012 91.3

現年度 212,041,040 204,680,380 0 7,360,660 96.5

滞納分 15,650,752 3,293,400 0 12,357,352 21.0

220,234,512 204,583,760 0 15,650,752 92.9

現年度 206,992,350 202,349,500 0 4,642,850 97.8

滞納分 13,242,162 2,234,260 0 11,007,902 16.9

7,457,280 3,390,020 0 4,067,260

3.4 1.7 - 26.0増減率

内

訳

内

訳

区分

27年度

26年度

増減額
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（５）国民宿舎事業特別会計 

  

(A) 178,184,000 円

(B) 176,561,466 円

(C) 176,561,466 円

(D) 0 円

(E) 0 円

△ 1,622,534 円

対予算現額 (C)／(A) 99.1 ％

対調定額　  (C)／(B) 100.0 ％

 (F) 173,020,472 円

 (G) 0 円

  (A)－(F)－(G) 5,163,528 円

5,163,528 円

　(F)／(A) 97.1 ％

　(C)－(F) 3,540,994 円歳 入 歳 出 差 引 残 額　　  

支  出  済  額  　        

不    用    額　   

執    行    率　  　    

翌 年 度 繰 越 額         

収 入 未 済 額　　          

収 入 率

調    定    額　　　　　      

収  入  済  額　　　 　       

不 納 欠 損 額　　　       　

予　　算　　現　　額　  　

歳

入

決

算

額

歳

出

決

算

額

収入済額と予算現額の差額　　　(C)－(A)  

支出済額と予算現額の差額　  　(A)－(F) 　

 

 

歳入決算額は、前年度に比べ３，６７３，３７２円（２．１％）の増となって

いるが、これは当該施設浴場を約２ヶ月間閉鎖したことにより、宿泊・休憩料、

食事料等の利用収入が大幅に減となった分の補てんと施設の改修費用を賄うため

に財政調整基金からの繰り入れを行ったことによるものである。 

歳出決算額は、前年度に比べ３，８２３，２９４円（２．３％）の増となって

いる。これは国民宿舎事業費の増によるものである。主な要因は、浴槽の改修や

パイプ等の交換を行ったことによるものである。 
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国民宿舎事業特別会計決算比較表               （単位：円、％） 

27 年 度 26 年 度 27年度 26年度 増 減 額 増減率

国民宿舎事業収入 122,885,426 154,919,235 69.6 89.6 △ 32,033,809 △ 20.7

財産収入 58,688 54,209 0.0 0.0 4,479 8.3

繰    入    金 49,600,000 14,304,000 28.1 8.3 35,296,000 246.8

繰    越    金 3,690,916 3,297,678 2.1 1.9 393,238 11.9

諸    収    入 326,436 312,972 0.2 0.2 13,464 4.3

合　　計 176,561,466 172,888,094 100.0 100.0 3,673,372 2.1

国民宿舎事業費 160,734,744 156,911,450 92.9 92.7 3,823,294 2.4

公　　債　　費 12,285,728 12,285,728 7.1 7.3 0 0.0

予　　備　　費 0 0 - - - -

合　　計 173,020,472 169,197,178 100.0 100.0 3,823,294 2.3

3,540,994 3,690,916 △ 149,922

歳

　

出

区　　  分
決    算    額 対前年度比較構 成 比 率

歳入歳出差引残額

歳

　

入

 

 

 宿泊者及び休憩者の利用状況は、次表のとおりで、前年度と比べると宿泊者につ

いては７４７人（９．８％）の減、休憩者については２１，１９２人（１７．８％）

の減となっている。 

宿泊者及び休憩者の合計では２１，９３９人（１７．３％）の減で１０４，７６

７人となっている。 
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【宿泊・休憩利用者状況】        （単位：日、人、％） 

 

平成27年度 平成26年度 増　減 増減率

6,554 7,342 △ 788 △ 10.7

292 251 41 16.3

6,846 7,593 △ 747 △ 9.8

18.7 20.8 △ 2

大 人 17,344 20,268 △ 2,924 △ 14.4

大 人（16時30分入場） 9,874 12,155 △ 2,281 △ 18.8

６０歳以上 707 734 △ 27 △ 3.7

６０歳以上（16時30分入場） 270 215 55 25.6

小 人 1,057 1,276 △ 219 △ 17.2

小 人（16時30分入場） 1,902 2,386 △ 484 △ 20.3

幼 児 665 783 △ 118 △ 15.1

幼 児（16時30分入場） 1,421 1,736 △ 315 △ 18.1

   小　　  計　  (B) 33,240 39,553 △ 6,313 △ 16.0

大 人 511 528 △ 17 △ 3.2

小 人 30 9 21 233.3

幼 児 21 13 8 61.5

   小　　  計　  (C) 562 550 12 2.2

大 人 5,120 7,520 △ 2,400 △ 31.9

大 人（16時30分入場） 4,992 6,767 △ 1,775 △ 26.2

６０歳以上 3,907 4,346 △ 439 △ 10.1

６０歳以上（16時30分入場） 5,671 5,110 561 11.0

小 人 18 13 5 38.5

小 人（16時30分入場） 400 668 △ 268 △ 40.1

幼 児 3 7 △ 4 △ 57.1

幼 児（16時30分入場） 186 222 △ 36 △ 16.2

    小　　  計　  (D) 20,297 24,653 △ 4,356 △ 17.7

　湯めぐり札 3 116 △ 113 △ 97.4

補助券 71 0 71 皆増

三湯物語 0 710 △ 710 皆減

ハーフ・You湯マラソン 314 0 314 皆増

    小　　  計　  (E) 388 826 △ 438 △ 53.0

　老　人 42,290 52,915 △ 10,625 △ 20.1

　障害者 1,144 1,326 △ 182 △ 13.7

　    小　　  計　 (F) 43,434 54,241 △ 10,807 △ 19.9

267.5 328.3 △ 60.8

286.2 349.1 △ 62.9

5,063 6,512 △ 1,449 △ 22.3

宿泊者・休憩者　合　　計

（Ａ）＋（Ｇ）

　大　　　人

　小　学　生

   宿　泊　者　計     (A)

１日平均宿泊者

休　憩　者　計

(B)＋(C)＋(D)＋(E)＋(F)=(G)

宿

泊

者

有

料

企

画

回

 

数

 

券

１日平均休憩者

区　　　　　分

団

　

　

体

休

　

　

　

憩

　

　

　

者

△ 22,649

△ 18.397,921

△ 17.8104,767 127,416

119,823 △ 21,902

会食入館者

一

　

　

般

１日平均宿泊者・休憩者
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 施設利用に係る営業収入については次表のとおりで、平成２７年４月に当該施設
浴場利用者からレジオネラ肺炎の診断がなされたことにより、約２ヶ月間浴場を閉
鎖したことで宿泊や休憩利用が減少し、休憩料及び売店等の売上収入が減となった。
昨年度と比較すると、売店収入では２，９１１，５４５円（１７．５％）の減、利
用収入で２９，１２２，２６４円（２１．１％）の減となっており、営業収入全体
では前年度より総額で３２，０３３，８０９円（２０．７％）の減収となっている。 

【営業収入状況】               （単位：円、％） 
区　　　分 平成27年度 平成26年度 増　 減 増減率

利 用 収 入　(A) 109,125,839 138,248,103 △ 29,122,264 △ 21.1

　　宿　泊　料 24,432,740 30,678,986 △ 6,246,246 △ 20.4

　　休　憩　料 26,870,941 36,407,508 △ 9,536,567 △ 26.2

　　貸　室　料 634,944 1,091,232 △ 456,288 △ 41.8

　　食　事　料 47,468,216 58,047,300 △ 10,579,084 △ 18.2

　　飲　物　料 9,163,080 11,317,781 △ 2,154,701 △ 19.0

　　備品使用料 555,918 705,296 △ 149,378 △ 21.2

売 店 収 入　(B) 13,759,587 16,671,132 △ 2,911,545 △ 17.5

　　売店売上料 13,470,357 16,392,782 △ 2,922,425 △ 17.8

　　酒類小売料 289,230 278,350 10,880 3.9

合 　計  (A)＋(B) 122,885,426 154,919,235 △ 32,033,809 △ 20.7
 

 

（６）温泉浴場事業特別会計 
(A) 11,413,000 円

(B) 11,470,309 円

(C) 11,470,309 円

(D) 0 円

(E) 0 円

57,309 円

対予算現額 (C)／(A) 100.5 ％

対調定額　  (C)／(B) 100.0 ％

 (F) 10,887,810 円

 (G) 0 円

  (A)－(F)－(G) 525,190 円

525,190 円

　(F)／(A) 95.4 ％

　(C)－(F) 582,499 円

予　　算　　現　　額　  　

歳

入

決

算

額

調    定    額　　　　　      

収  入  済  額　　　 　       

不 納 欠 損 額　　　       　

収 入 未 済 額　　          

収 入 率

収入済額と予算現額の差額　　　(C)－(A)  

執    行    率　  　    

歳 入 歳 出 差 引 残 額　　  

支  出  済  額  　        

翌 年 度 繰 越 額         

不    用    額　   

歳

出

決

算

額 支出済額と予算現額の差額　  　(A)－(F) 　
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歳入決算額は、前年度に比べ４０８，１０３円（３．４％）の減となっている。

この主な要因は、使用料及び手数料等の減によるものである。 

歳出決算額は、前年度に比べ９４０，９３５円（８．０％）の減となっている。 

この主な要因は、温泉浴場事業費で工事請負費が減となったことによるもので

ある。 

 

温泉浴場事業特別会計決算比較表               （単位：円、％） 
27年 度 26年 度 27年度 26年度 増 減 額 増減率

使用料及び手数料 11,190,550 11,464,350 97.6 96.5 △ 273,800 △ 2.4

財　産　収　入 952 877 0.0 0.0 75 8.6

繰    越    金 49,667 163,411 0.4 1.4 △ 113,744 △ 69.6

諸    収    入 229,140 249,774 2.0 2.1 △ 20,634 △ 8.3

繰　　入　　金 0 0 0.0 0.0 - -

合　　　計 11,470,309 11,878,412 100.0 100.0 △ 408,103 △ 3.4

温泉浴場事業費 10,887,810 11,828,745 100.0 100.0 △ 940,935 △ 8.0

予    備    費 0 0 - - - -

合　　計 10,887,810 11,828,745 100.0 100.0 △ 940,935 △ 8.0

582,499 49,667 532,832

歳

　

出

歳入歳出差引残額

区　　  分
決    算    額 構 成 比 率 対前年度比較

歳

　

入

  
入場者については、当年度は１２１，７６９人で、前年度に比べ５，５９１人

（４．４％）の減となっている。 

 

 

【温泉浴場入場者状況】              （単位：人）   

平成27年度 平成26年度 増　 減 増減率

103,104 109,745 △ 6,641 △ 6.1

18,665 17,615 1,050 6.0

121,769 127,360 △ 5,591 △ 4.4

市外入場者

区　　　分

合 　　　　計  

市内入場者
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４．実質収支に関する調書 
   実質収支に関する調書については、各会計とも調書記載の金額は正確であるこ

とを認めた。 

   なお、一般会計等の翌年度へ繰越すべき財源は、すべて繰越明許費繰越額であ

る。 

                                                               （単位：千円） 
国    保 後期高齢 簡易水道 下 水 道 国民宿舎 温泉浴場

29,887,330 8,287,899 482,501 601,619 1,002,482 176,561 11,470

28,702,686 8,275,800 482,171 569,707 989,486 173,020 10,888

1,184,644 12,099 330 31,912 12,996 3,541 582

継続費逓次繰越額 0 0 0 0 0 0 0

繰越明許費繰越額 101,660 0 0 14,500 0 0 0

事故繰越し繰越額 0 0 0 0 0 0 0

計 101,660 0 0 14,500 0 0 0

1,082,984 12,099 330 17,412 12,996 3,541 582

0 0 0 0 0 0 0

特　　　　別　　　　会　　　　計

実質収支のうち、地方自治

法第２３３条の２の規定によ

る基金繰入額

歳出総額

歳入歳出差引額

翌

年

度

へ

繰

り

越

す

べ

き

財

源

実質収支額

区　　　分 一般会計

歳入総額

 

※ 実質収支額：一般会計＋特別会計＝１，１２９，９４４千円 

 

５．財産に関する調書 
   財産に関する調書については、財産台帳及び関係書類により確認を行った結果、 

調書記載の計数は正確であることを認めた。 

 

（１）公有財産 

 

① 土  地 

ア．行政財産 
土地の状況については、次表のとおりであり、公共用財産で５，１４９

㎡の増となっている。主なものは、資源リサイクルセンターの用途廃止に

よる３，１９８㎡の減、愛野総合運動公園の基金財産からの買い戻しによ

る６，２１２㎡の増である。 

 

イ．普通財産 

普通財産では、４，８０５㎡の減となっている。主なものは、資源リサ

イクルセンターの用途廃止による３，１９８㎡の増、食肉センター用地処

分による５，１９７㎡の減、山林の売却等で３，０７９㎡の減である。 
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土地の増減状況                      （単位：㎡） 
前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高

公用財産 36,821 0 36,821

公共用財産 1,760,679 5,149 1,765,828

計 1,797,500 5,149 1,802,649

14,105,687 △ 4,805 14,100,882

15,903,187 344 15,903,531

区　　　分

行

政

財

産

普通財産

合　　　計
 

 

 

② 建  物 

ア．行政財産 

公共用財産では２，９９５㎡の減となっている。主なものは、吾妻庁舎

別館新築による２，１４５㎡の増、小浜清掃センター取り壊しによる１，

５４５㎡の減、資源リサイクルセンターの用途廃止による９７１㎡の減で

ある。 

 

イ．普通財産 

 普通財産では、１，２６４㎡の増となっている。主なものは、資源リサ

イクルセンターの用途廃止による９７１㎡の増、木場保育所１階部分の用

途廃止による２９３㎡の増である。 

 

建物の増減状況                      （単位：㎡） 

前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高

公用財産 18,078 2,145 20,223

公共用財産 232,633 △ 2,995 229,638

計 250,711 △ 850 249,861

10,765 1,264 12,029

261,476 414 261,890

普通財産

合　　　計

区　　　分

行

政

財

産

 

 

③ 山  林 

所有林の面積は１２，２６０，６６３㎡となっており、売却等により前年度

から３，０７９㎡の減となっている。 

なお、立木の推定蓄積量当年度末現在高は３３３，０５３㎥（分収林２，８

７５㎥を含む。）で前年度末に比べ２，５８７㎥（分収林５２㎥）の増である。 
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④ 有価証券 

有価証券は、島原鉄道株式会社、西九州電設株式会社及び雲仙ロープウェイ株

式会社の３企業の株券が保有されており、当年度において前年度まで保有してい

た小浜ガス株式会社の１，０００千円が減となり、決算年度末現在高は１５，３

０６千円となっている。 

 

 

⑤ 出資による権利 

ア．出 資 金 

決算年度末現在高は１６２，２４３千円（１６の団体及び企業）であり、当

年度中の増減はない。 

 

イ．出 捐 金 

決算年度末現在高は１８５，９５７千円であり、前年度末に比べ５，０００

千円の減となっている。これは、職業訓練法人長崎能力開発センターの解散に

伴い社会福祉法人南高愛隣会へ寄附されたことによるものである。 

 

 

（２）物  品 

  当年度中における公用車の増減台数は次表のとおりで、増加分については、購

入（１７台）とリース買取（１台）によるもの。 

減少分については、１７台が廃車されたことによるものである。 

よって、決算年度末現在の公用車台数は２３８台となっている。 

 

公用車の増減内訳                  （単位：台） 

廃車 8 購入 8

譲渡 0 リース買取 0

廃車 4 購入 4

譲渡 0 リース買取 1

廃車 0 購入 1

譲渡 0 リース買取 0

消  防  車 67 廃車 3 購入 3 67

廃車 17 購入 17

譲渡 0 リース買取 1

23廃車 2

購入等による増

合　　計 237

24

75

乗　　用　　車 66

貨 物 自 動 車

廃車等による減

その他特殊車

特

殊

車

平成２７年度中の増減
区　　分

前年度末

現在高

当年度末

現在高

購入

大型乗合自動車

1

5 6

75

238

67
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（３）債  権 

当年度中の定時償還が行われ、決算年度末現在高は３８５，６３０千円で、

前年度末に比べ３４，０２０千円の減となっている。 

これは、平成２２年度以降に貸付が行われた市内１法人への地域総合整備資

金貸付金（３件）であり、前年度末現在高は４１９，６５０千円であった。 

 

 

６．基金の運用状況（審査資料：５９頁第１０表－１、６０頁第１０表－２ 参照） 

基金の当年度末現在高は１９基金２３，１８７，７４４，４４２円となり、前

年度末に比べて１，２８９，７５５，７５２円の増となっている。これは主に雲

仙市庁舎整備基金が１１，９００，０００円、雲仙市国民健康保険財政調整基金

が１５９，４５６，６５３円及び雲仙市下水道整備基金が３０，１７８，０００

円の減となっているものの、雲仙市減債基金が１，５０７，１１４，８５３円の

増となったことによるもの。 

定額の資金を運用するための基金については、雲仙市収入印紙及び県証紙購買

基金、雲仙市土地開発基金、雲仙市奨学資金貸付基金及び雲仙市国民健康保険高

額療養費等資金貸付基金があり、運用状況については次のとおりである。 

 

（１）雲仙市収入印紙及び長崎県証紙購買基金 

一般旅券発給等事務に係る収入印紙及び長崎県収入証紙の売りさばき事務を

行うために設置されているもので、運用状況は次のとおりである。 

 

基金の額  ２，０００，０００円        （平成２８年３月３１日現在） 

区　　　分

平成26年度末現在高 1,281,900 円 590,200 円 127,900 円 2,000,000 円

平成27年度中の増 6,561,700 円 5,196,000 円 1,236,000 円 12,993,700 円

平成27年度中の減 6,432,000 円 5,429,600 円 1,132,100 円 12,993,700 円

平成27年度末現在高 1,411,600 円 356,600 円 231,800 円 2,000,000 円

収入印紙 合　　　　計預　　　　　金 県証紙

 

   

当年度の印紙売りさばき手数料（４８７，６１７円）は、一般会計（雑入）に

受入れている。 
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増減の明細 

区　　　分

平成27年度中の増 6,561,700 円

平成27年度中の減 6,432,000 円

　収入印紙売上　5,429,600円　県証紙売上　1,132,100円

　収入印紙購入　5,196,000円　県証紙購入　1,236,000円

預　　　　　金 摘　　　　　　要

 

区　　　分

平成27年度中の増 6,432,000 円

平成27年度中の減 6,561,700 円

　収入印紙購入　5,196,000円　県証紙購入　1,236,000円

　収入印紙売上　5,429,600円　県証紙売上　1,132,100円

収入印紙・県証紙 摘　　　　　　要

 

 

（２）雲仙市土地開発基金 

    公用若しくは公共用に供する土地、または公共の利益のために必要のある

土地をあらかじめ取得することにより事業の円滑な執行を図るために設置さ

れたものである。運用の状況は次のとおり。 

 

基金の額  １，１５７，９０９，５９７円     （平成２８年３月３１日現在） 

面 積 金　額 面 積 金　額

円 ㎡ 円 ㎡ 円 円

853,412,097 32,196.94 303,866,702 0.00 0 1,157,278,799

平成27年度中の増 71,346,910 1,224.44 15,172,647 0.00 0 86,519,557

平成27年度中の減 15,172,647 10,496.09 70,716,112 0.00 0 85,888,759

平成27年度末現在高 909,586,360 22,925.29 248,323,237 0.00 0 1,157,909,597

建　　　物
合　 計

平成26年度末現在高

区　分 預　金
土　　　地

 

 

 

増減の明細 

区　　分

平成27年度中の増 71,346,910 円

平成27年度中の減 15,172,647 円 千々石庁舎駐車場用地３筆購入費

平成26年度一般会計積立金（運用益）　　　  　　    630,798円
売払  道路改良事業用地外　　　　　　　             70,716,112円

預　　　金 摘　　　　　　要
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（３）雲仙市奨学資金貸付基金 

雲仙市出身者で大学や高等学校等に在学中の者に対し、奨学金を貸付け修

学の援助を図り、もって教育の振興に寄与することを目的に設置された基金

であり、運用状況は次のとおりである。 

 

基金の額   ２０３，３３２，４３５円      （平成２８年３月３１日現在） 

区　　　分

平成26年度末現在高 153,297,771 円 49,715,200 円 203,012,971 円

平成27年度中の増 12,519,964 円 9,108,000 円 21,627,964 円

平成27年度中の減 9,108,000 円 12,200,500 円 21,308,500 円

平成27年度末現在高 156,709,735 円 46,622,700 円 203,332,435 円

貸付（債権） 合　　　　計預　　　　　金

 

 

 

 

増減の明細 

区　　　分

平成27年度中の増 12,519,964 円

平成27年度中の減 9,108,000 円

預　　　　　金 摘　　　　　　要

奨学資金償還金　　　　　　　　　　　　12,200,500円

平成26年度一般会計積立金

（運用益99,464円・寄付金220,000円）    319,464円

奨学資金貸付金　（貸付者54名）
 

 

 

区　　　分

平成27年度中の増 9,108,000 円

平成27年度中の減 12,200,500 円

奨学資金貸付金　（貸付者54名）

奨学資金償還金

貸付（債権） 摘　　　　　　要
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（４）雲仙市国民健康保険高額療養費等資金貸付基金 

この基金は、住民が安心して医療を受けることができるよう、高額な医療費

及び出産費等の支払において、一時的に貸付けを行う制度に基づき運用されて

いるものである。未償還金については、少しずつではあるが償還されているも

のの、合併前の旧町分等については、償還がほとんど進んでいないものがある。

償還中の債務者との公平性を保つため、今後も未償還金の回収に努められたい。 

 

基金の額   １２，５５４，６６７円      （平成２８年３月３１日現在） 

区　　　分

平成26年度末現在高 11,270,410 円 1,280,500 円 12,550,910 円

平成27年度中の増 32,257 円 0 円 32,257 円

平成27年度中の減 0 円 28,500 円 28,500 円

平成27年度末現在高 11,302,667 円 1,252,000 円 12,554,667 円

貸付（債権） 合　　　　計預　　　　　金

 

 

 

増減の明細 

区　　　分

平成27年度中の増 32,257 円

平成27年度中の減 0 円

預　　　　　金 摘　　　　　　要

平成26・27年度高額療養費資金償還金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　28,500円

平成26・27年度運用益           　　              3,575円

 

 

 

区　　　分

平成27年度中の増 0 円

平成27年度中の減 28,500 円 高額療養費資金償還金

貸付（債権） 摘　　　　　　要
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第６ む す び 

 

平成２７年度一般会計・特別会計決算及び財産の審査並びに基金の運用状況

について、概要を含め総括的な意見を以下に述べる。 

一般会計・特別会計を合わせた決算額の総計は、歳入４０，４４９，８６３

千円、歳出３９，２０３，７５９千円で、単純に歳入から歳出を差引いた形式

収支は１，２４６，１０４千円の黒字、さらに翌年度に財源として繰り越す（持

ち越す）べき金額を差し引いた実質収支（剰余金）は１，１２９，９４４千円

の黒字となっている。 

一般会計の決算における歳入総額は２９，８８７，３３０千円で、前年度に

比べ２１４，１３２千円（０．７％）減少している。このうち市税など市が自

ら収入できた自主財源の割合は２１．０％で前年度に比べ０．５ポイント高く

なっているものの、残りの７９．０％については地方交付税や補助金など国・

県等から交付される依存財源であり、依然として財源（収入）を他に大きく頼

っている状況に変化はない。 

自主財源の多くを占める市税は３，７８１，８３６千円で、前年度に比べ７

５８千円減少しているが、収入率は８７．０％となり、前年度に比べ１．０ポ

イント上昇している。 

また、一般会計及び特別会計全体の不納欠損額や、年度中に予定した収入の

うち特別な理由により事業完了時期を翌年度まで先送りする繰越明許費に充て

る国庫・県支出金及び分担金を差引いた市税や保育料、住宅使用料、給付金返

還金等の収入未済額の合計は１，０９２，７７０千円（別添、審査資料６２頁

及び６３頁第１２表参照）で、前年度に比べ１２４，３６７千円の減となって

いる。このことは平成２６年度の決算における対前年度比、１２，１４８千円

の減に対して大幅に減少幅が伸びた結果となっている。 

歳出総額について一般会計では２８，７０２，６８６千円で、前年度に比べ

２７３，０８３千円（０．９％）減少している。主な要因として農林水産業費

における島原半島地域食肉センター整備事業補助金及び教育費における国体開

催事業が全額減少となったことなどがある。 

経費を性質別にみると、その年度に必ず支払わなければならない義務的経費

（市長等三役や議会議員、一般職員及び嘱託職員などの人件費、生活保護費や

児童手当など、児童・高齢者・障害者・生活困窮者などを支援する扶助費、道

路工事等の財源として借入れた資金を返済する公債費）の占める割合が４８．

０％で、前年度に比べ１．４ポイント増加し、工事等の投資的経費（普通建設

事業等）の割合は１４．９％で、前年度に比べ１．４ポイント減少している。 

また、賃金、旅費、需用費、役務費、委託料及び使用料など消費的経費に該

当する経費の割合は５５．３％で、前年度に比べ１．６ポイントの増加となっ

ている。 

特別会計（６会計）の決算における歳入総額は１０，５６２，５３３千円で、

前年度に比べ２６８，６３４千円（２．６％）、歳出総額は１０，５０１，０

７３千円で、前年度に比べ３８０，５１４千円（３．８％）とそれぞれ増加し

ている。 

なお、歳入歳出差引額（形式収支）は６１，４６０千円で、簡易水道事業特

別会計の実質収支は４６，９６０千円の黒字となっている。 



 - 46 -

しかし、国民健康保険特別会計においては、国民健康保険税の課税限度

引き上げ及び低所得者の保険税を軽減する見直しが図られており、今後は

より一層増収が見込めない保険税に対し、一人当たりの医療費は年々増え

続け、財政調整基金の枯渇や一般会計からの多額の繰入金に頼らざるを得

ない状況に迫られることが現実味を帯びてきていることから、今後の安定

的な財政運営に向けて特定検診等の推進強化などによる医療費の抑制など

をはじめ、早急に各種の対策が必要である。 

また、国民宿舎特別会計においても財政調整基金から多額の繰り入れが

行われており、当該施設の管理運営については、レジオネラ菌対策も含め

て更なる改善努力が必要である。 

 

おわりに、国の経済財政政策を活用した市の施策の効果からか、本市に

おいても雇用及び総収入が僅かながら増加傾向となってはいるものの、全

会計の母体となる一般会計の自主財源収入の割合は２１．０％と極めて低

く、依然として厳しい財政状況であることは明白であり、今後の財政運営

に当たっては市税をはじめとする自主財源の確保を積極的に図っていかな

ければならない。 

収納体制が強化されたことなどで、前述のように一般会計・特別会計を

合わせた収入未済額が２６年度決算での対前年度比が１２，１４８千円の

減に対して、当年度での対前年度比は１２４，０８０千円の減と過去にな

い大幅な減少となったことは職員の努力によるところが大きく、大いに評

価できるものである。 

ただし、現状としては収納体制の確立を目指す過程の段階であり、今後

も引き続き負担の公平性と財源確保の観点から慎重かつ適正な収納推進に

努められるとともに、市税や上下水道使用料等の多額の未収金の収納対策

については、収納担当課だけではなく全職員間の情報の一元化や共有化な

どの連携強化を図りながら、なお一層努力されることを望むものである。 

また、歳出に関しては、様々な経費や事業の必要性・効果等を検証し、

時代に応じた実効性のある事業を効率よく実施できるよう努めることも併

せて要望しておく。 

他に個別的な意見として、従来からの継続的な内容になるが、困難が予

想される将来の財政運営を見据えた財政調整基金等への積み立て、公共施

設の老朽化に伴う改良・更新による財政への圧迫を避けるため、公共施設

の将来的な管理・運営の基本方針となる雲仙市公共施設等総合管理計画及

び個別計画の策定と確実な実施などについても根気強く対応されるべきも

のと考える。 

 

以上諸々な意見を述べきたが、これらを確実に推し進めるために重要な

ことは、職員の更なる意識改革を行い、問題意識をもって仕事に取り組む

ことで様々な困難にも積極的に立ち向かう気持ちや行動に変化が出てくる

ことが期待され、必然的に市及び市民生活にとって好ましい結果が生まれ

るものと思われる。 
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第 10 表-２  基金運用状況表（特別会計・公営企業会計） 
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注意事項 

 

注：① 文中及び表中の金額は、千円単位で表示した場合、単位未満を四捨五入している。 

    また、合計と内訳とを一致させるため、端数の調整を行っている。 

  ② 文中及び表中の比率は、原則として小数点以下第１位までを表示し、第２位を四捨

五入している。 

また、①と同じく端数の調整を行っている。 

  ③ 文中及び表中の負数は「△」で表示した。 

表中の符号の用法は、次のとおりである。 

 ア 「０」、「０.０」 ……… 該当数値（０を含む）はあるが、単位未満のもの。 

 イ 「－」 ……… 該当年度又は基準年度に該当数値のないもの。 

 ウ 「皆増」 …… 前年度に数値がなく全額増加したもの。 

 エ 「皆減」 …… 前年度に数値があり全額減少したもの。 
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一般会計歳入款別決算状況表



一般会計歳出款別決算状況表



                           一般会計歳入決算状況年度比較表



一般会計歳入財源別年度比較表





　　　　　　　　一般会計歳入款別年度比較表



259,020 0.9 221,549 0.8 37,471 16.9

5,059,491 17.6 4,643,449 16.0 416,042 9.0

9,591,653 33.4 9,382,090 32.4 209,563 2.2

2,037,202 7.1 2,022,706 7.0 14,496 0.7

5,866 0.0 324 0.0 5,542 1,710.5

2,162,946 7.5 2,538,112 8.7 △ 375,166 △ 14.8

528,173 1.8 423,104 1.5 105,069 24.8

2,178,500 7.6 2,261,950 7.8 △ 83,450 △ 3.7

1,084,957 3.8 1,040,908 3.6 44,049 4.2

1,827,917 6.4 2,385,608 8.2 △ 557,691 △ 23.4

161,996 0.6 90,763 0.3 71,233 78.5

3,804,965 13.3 3,965,206 13.7 △ 160,241 △ 4.0

0 0.0 0 0.0 0 -

28,702,686 100.0 28,975,769 100.0 △ 273,083 △ 0.9

一般会計歳出目的別年度比較表



一般会計市債発行及び償還状況表



特別会計・公営企業会計市債発行及び償還状況表












